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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電子素子の機能性層の製造のために用いることができる少なくとも一つの有機機能性材
料と、第１の溶媒として式（１）の構造を有する少なくとも一つの芳香族化合物と、補助
溶媒として式（１）の化合物とは異なる少なくとも一つのさらなる有機溶媒を含む調合物
：

【化１】

式中、使用される記号には、以下が適用される：
　Ｘは、出現毎に、同一であるか異なり、ＣＲまたはＮであり；ここで、合計で多くとも
２個の基Ｘは、Ｎであり：
　Ｒは、出現毎に、同一であるか異なり、Ｈ、Ｄ、Ｆ、Ｎ（Ｒ１）２、ＣＮ、ＮＯ２、Ｃ
（=Ｏ）Ｎ（Ｒ１）２、Ｓｉ（Ｒ１）３、Ｃ（=Ｏ）Ｒ１、１～２０個のＣ原子を有する直
鎖アルキル、アルコキシもしくはチオアルコキシ基、２～２０個のＣ原子を有するアルケ
ニルもしくはアルキニル基または３～２０個のＣ原子を有する分岐あるいは環式アルキル
、アルコキシもしくはチオアルコキシ基（夫々は、１以上の基Ｒ１により置換されてよく
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、１以上の隣接しないＣＨ２基は、Ｒ１Ｃ=ＣＲ１、Ｃ≡Ｃ、Ｓｉ（Ｒ１）２、Ｃ=Ｏ、Ｎ
Ｒ１、Ｏ、ＳもしくはＣＯＮＲ１で置き代えられてよく、また、１以上のＨ原子は、Ｄ、
Ｆ、ＮＯ２もしくはＣＮで置き代えられてよい。）、各場合に１以上の基Ｒ１で置換され
てよい５～６０個の芳香族環原子を有する芳香族もしくは複素環式芳香族環構造、１以上
の基Ｒ１で置換されてよい５～４０個の芳香族環原子を有するアリールオキシもしくはヘ
テロアリールオキシ基、１以上の基Ｒ１で置換されてよい５～４０個の芳香族環原子を有
するアラルキルもしくはヘテロアラルキル基または１以上の基Ｒ１で置換されてよい１０
～４０個の芳香族環原子を有するジアリールアミノ基、ジヘテロアリールアミノ基もしく
はアリールヘテロアリールアミノ基であって；ここで、２個の隣接する基Ｒは、互いに、
モノ-あるいはポリ環式の脂肪族、芳香族もしくは複素環式芳香族環構造を形成してもよ
く；
　Ｒ１は、出現毎に、同一であるか異なり、Ｈ、Ｄ、Ｆ、Ｎ（Ｒ２）２、ＣＮ、ＮＯ２、
Ｓｉ（Ｒ２）３、Ｃ（=Ｏ）Ｒ２、１～２０個のＣ原子を有する直鎖アルキル、アルコキ
シもしくはチオアルコキシ基、２～２０個のＣ原子を有するアルケニルもしくはアルキニ
ル基または３～２０個のＣ原子を有する分岐あるいは環式アルキル、アルコキシもしくは
チオアルコキシ基（夫々は、１以上の基Ｒ２により置換されてよく、１以上の隣接しない
ＣＨ２基は、Ｒ２Ｃ=ＣＲ２、Ｃ≡Ｃ、Ｓｉ（Ｒ２）２、Ｃ=Ｏ、ＮＲ２、Ｏ、Ｓもしくは
ＣＯＮＲ２で置き代えられてよく、また、１以上のＨ原子は、Ｄ、Ｆ、ＮＯ２もしくはＣ
Ｎで置き代えられてよい。）、各場合に１以上の基Ｒ２で置換されてよい５～６０個の芳
香族環原子を有する芳香族もしくは複素環式芳香族環構造、１以上の基Ｒ２で置換されて
よい５～４０個の芳香族環原子を有するアリールオキシもしくはヘテロアリールオキシ基
、１以上の基Ｒ２で置換されてよい５～４０個の芳香族環原子を有するアラルキルもしく
はヘテロアラルキル基または１以上の基Ｒ２で置換されてよい１０～４０個の芳香族環原
子を有するジアリールアミノ基、ジヘテロアリールアミノ基もしくはアリールヘテロアリ
ールアミノ基であって；ここで、２個以上の隣接する基Ｒ１は、互いに、もしくはＲ１と
Ｒは、モノ-あるいはポリ環式の脂肪族、芳香族もしくは複素環式芳香族環構造を形成し
てよく；
　Ｒ２は、出現毎に、同一であるか異なり、Ｈ、Ｄ、Ｆまたは１～２０個のＣ原子を有す
る脂肪族、芳香族および/または複素環式芳香族炭化水素基であり、さらに、１以上のＨ
原子は、Ｆで置き代えられてよく；ここで、２個以上の置換基Ｒ２は、互いに、モノ-あ
るいはポリ環式の脂肪族環構造を形成してもよく；
　Ｙは、出現毎に、同一であるか異なり、基ＣＲであり、
　式（１）の構造中の隣接する基Ｙは、一緒になって、以下の式（３）の環を形成し；
【化２】

式中、Ｒ１は、上記所与の意味を有し、破線は、基Ｙの２個の炭素原子からの式（１）の
構造中の芳香族もしくは複素環式芳香族環構造の基Ｘへの結合であり；および、さらに；
　Ａ１、Ａ３は、出現毎に、同一であるか異なり、Ｃ（Ｒ３）２、Ｏ、Ｓ、ＮＲ３または
Ｃ（=Ｏ）であり；
　Ａ２は、Ｃ（Ｒ１）２、Ｏ、Ｓ、ＮＲ３またはＣ（=Ｏ）であり；
　Ｇは、１以上の基Ｒ２により置換されてよい１、２もしくは３個のＣ原子を有するアル
キレン基、または１以上の基Ｒ２により置換されてよい５～１４個の芳香族環原子を有す
るオルト結合アリーレンもしくはヘテロアリーレン基であり；
　Ｒ３は、出現毎に、同一であるか異なり、Ｆ、１～１０個のＣ原子を有する直鎖アルキ
ルもしくはアルコキシ基、３～１０個のＣ原子を有する分岐あるいは環式アルキルもしく
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はアルコキシ基（夫々は、１以上の基Ｒ２により置換されてよく、１以上の隣接しないＣ
Ｈ２基は、Ｒ２Ｃ=ＣＲ２、Ｃ≡Ｃ、Ｓｉ（Ｒ２）２、Ｃ=Ｏ、ＮＲ２、Ｏ、ＳもしくはＣ
ＯＮＲ２で置き代えられてよく、また、１以上のＨ原子は、ＤもしくはＦで置き代えられ
てよい。）、各場合に１以上の基Ｒ２で置換されてよい５～２４個の芳香族環原子を有す
る芳香族もしくは複素環式芳香族環構造、１以上の基Ｒ２で置換されてよい５～２４個の
芳香族環原子を有するアリールオキシもしくはヘテロアリールオキシ基、１以上の基Ｒ２

で置換されてよい５～２４個の芳香族環原子を有するアラルキルもしくはヘテロアラルキ
ル基であって；ここで、同じ炭素原子に結合する２個の基Ｒ３は、互いに、脂肪族もしく
は芳香族環構造を形成し、そうしてスピロ構造を形成してよく、さらに、Ｒ３は、隣接す
る基ＲもしくはＲ１と脂肪族環構造を形成してよく；
　ただし、上記言及した基中の２個の同一のヘテロ原子は、互いに直接結合せず、２個の
基Ｃ=Ｏは、互いに直接結合しない。
【請求項２】
　電子素子の機能性層の製造のために用いることができる有機機能性材料は、蛍光エミッ
ター、燐光エミッター、ホスト材料、マトリックス材料、電子輸送材料、励起子ブロック
材料、電子注入材料、正孔伝導材料、正孔注入材料、ｎ－ドーパント、ｐ－ドーパント、
ワイドバンドギャップ材料、電子ブロック材料および正孔ブロック材料より成る群から選
ばれることを特徴とする、請求項１記載の調合物。
【請求項３】
　調合物中の式（１）の構造を有する芳香族化合物の割合が、調合物を基礎として、少な
くとも０．１重量％であることを特徴とする、請求項１または２記載の調合物。
【請求項４】
　調合物中の式（１）の構造を有する芳香族化合物の割合が、調合物を基礎として、少な
くとも２０重量％であることを特徴とする、請求項１または２記載の調合物。
【請求項５】
　式（１）の構造を有する芳香族化合物が、多くとも４０ｍＮ／ｍの表面張力を有するこ
とを特徴とする請求項１～４何れか１項記載の調合物。
【請求項６】
　式（１）の構造を有する芳香族化合物が、多くとも３００℃の沸点を有することを特徴
とする請求項１～５何れか１項記載の調合物。
【請求項７】
　式（１）の構造を有する芳香族化合物が、少なくとも３ｍＰａｓの粘度を有することを
特徴とする請求項１～６何れか１項記載の調合物。
【請求項８】
　式（３）の環構造中で、基Ａ１およびＡ３の少なくとも一つは、同一であるか異なり、
ＯまたはＮＲ３であり、Ａ２は、Ｃ（Ｒ１）２であることを特徴とする請求項１～７何れ
か１項記載の調合物。
【請求項９】
　式（３）の環構造中で、Ａ１およびＡ３は、出現毎に、同一であるか異なり、Ｃ（Ｒ３

）２であり、Ａ２は、Ｃ（Ｒ１）２であることを特徴とする請求項１～８何れか１項記載
の調合物。
【請求項１０】
　式（１）の構造中の２個の隣接する基Ｙは、以下の式（３－Ａ）～（３－Ｆ）の１つの
環構造を形成することを特徴とする請求項１～９何れか１項記載の調合物：
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【化３】

式中、Ａ１、Ａ２およびＡ３は、出現毎に、同一であるか異なり、ＯまたはＮＲ３であり
；破線は、基Ｙの２個の炭素原子からの式（１）の構造中の芳香族もしくは複素環式芳香
族環構造の基Ｘへの結合であり、Ｒ１およびＲ３は、請求項１で示される意味を有する。
【請求項１１】
　式（１）の構造を有する芳香族化合物は、式（１０）、（１１）および（１２）から選
ばれることを特徴とする請求項１～１０何れか１項記載の調合物。
【化４】

【請求項１２】
　請求項１～１１何れか１項記載の調合物の基板への、および/または基板に間接的にも
しくは直接的に適用された層への適用を含むことを含む電子素子の製造方法。
【請求項１３】
　調合物をフラッドコーティング、ディップコーティング、スピンコーティング、スクリ
ーン印刷、レリーフ印刷、グラビア印刷、ロータリー印刷、ローラーコーティング、フレ
キソグラフィック印刷、オフセット印刷もしくはノズル印刷により、基板または基板に適
用された層の一つに適用することを特徴とする、請求項１２記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子素子の製造のための調合物に関する。本発明は、さらに、電子素子とそ
の製造方法に関する。
【０００２】
　有機、有機金属および/またはポリマー半導体を含む電子素子は、その重要性を増して
おり、費用的理由とその性能に基づいて多くの市販製品に使用されている。ここで、言及
されてもよい例は、複写機における有機系電荷輸送材料（たとえば、トリアリールアミン
系正孔輸送体）、表示素子における有機もしくはポリマー発光ダイオード（ＯＬＥＤもし
くはＰＬＥＤ）または複写機における有機光受容素子である。有機太陽セル（Ｏ-ＳＣ）
、有機電界効果トランジスタ（Ｏ-ＦＥＴ）、有機薄膜トランジスタ（Ｏ-ＴＦＴ）、有機
集積回路（Ｏ-ＩＣ）、有機光増幅素子および有機レーザーダイオード（Ｏ-ｌａｓｅｒ）
が、開発の進んだ段階であり、将来における主な重要性を実現する可能性がある。
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【０００３】
　多くのこれら電子素子は、夫々の用途を問わず、以下の一般的層構造を有し、特別な用
途のために適合することができる。
（１）基板、
（２）電極、多くは、金属もしくは無機であるが、有機もしくはポリマー伝導性材料から
も作られる、
（３）電荷注入層もしくは中間層、たとえば、電極の不均性の補償用であり（「平坦化層
」）、多くは、伝導性のドープされたポリマーから作られる、
（４）有機半導体、
（５）随意に、さらなる電荷輸送層もしくは電荷注入層もしくは電荷障壁層、
（６）対電極、（２）で言及された材料、
（７）外被。
【０００４】
　上記配置は、有機電子素子の一般的構造をあらわし、種々の層を組み合わせることがで
き、その結果、最も単純な場合には、その間に有機層が位置する二個の電極を含む配置と
なる。この場合、有機層は、ＯＬＥＤの場合の発光を含むすべての機能を発揮する。この
型の系は、たとえば、ポリ（p-フェニレン）系については、WO 90/13148 A1に記載されて
いる。
【０００５】
　しかしながら、この型の「三層構造」で生じる問題は、たとえば、ＳＭＯＬＥＤ（［小
分子］ＯＬＥＤ）の場合に、多層構造により単純な方法で解決されるように、電荷分離の
制御不足と、異なる層中で個々の構成成分の特性を最適化する方法の欠如である。
【０００６】
　小分子ＯＬＥＤは、１以上の有機正孔注入層、正孔輸送層、発光層、電子輸送層および
/または電子注入層とアノードとカソードを含み、全体構造は、通常ガラス基板上に位置
している。この型の多層構造の優位性は、電荷注入、電荷輸送および発光の種々の機能を
、種々の層に分配することができ、各層の特性は、それゆえに別々に改変することができ
るということに存する。この改変は、電子素子の性能をかなり改善することを可能とする
。
【０００７】
　上記小分子、すなわち、低分子量化合物を基礎とする電子素子の不利益は、その製造で
ある。低分子量化合物は、通常、蒸発技術により変換される。種々のチャンバーでの多段
階真空プロセスは非常に高価であり、極めて正確に制御しなければならないことから、こ
れは、特に、大面積の素子において、主な費用上の不利益となる。ここで、たとえば、イ
ンクジェット印刷、エアーブラシ法、ロールツーロールプロセス等の、より高価でない確
立された溶液からの被覆法が、主な優位性を有する。
【０００８】
　そこで、たとえば、WO 2009/021107A1およびWO2010/006680A1は、電子素子の製造のた
めに適切である有機化合物であって、これら化合物は気相堆積および溶液からの両者によ
り製造できるものを記載している。しかしながら、気相堆積により得られる電子素子が、
より良好な特性プロフィルを有する。
【０００９】
　公知の電子素子の製造方法は、使用可能な特性プロフィルを有する。しかしながら、こ
れら素子の特性を改善する必要性が引き続き存在する。
【００１０】
　特に、プロセスは安価に実施されねばならない。さらに、プロセスは、極めて小さな構
造の製造のために適し、高解像度のスクリーンをプロセスにより得ることができなければ
ならない。さらに、標準的な印刷技術を使用してプロセスを実行する必要がある。
【００１１】
　これらの優位性は、個々にまたは一緒に実現されねばならない。ここで、本質的観点は
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、プロセスにより得ることができる電子素子が優れた特性を有さねばならないということ
である。
【００１２】
　これらの特性は、特に、電子素子の寿命を含む。さらなる問題は、特に、それにより電
子素子が特定の目的を達成するエネルギー効率である。低分子量化合物のみならずポリマ
ー材料の両者を基礎とし得る有機発光ダイオードの場合には、光収率は、特に、高くなけ
ればならず、一定の光流量を実現するためには、可能な限り小さな電力が消費されねばな
らない。さらに、最小の可能な電圧が、特定の輝度を達成するために必要ともならねばな
らない。したがって、これらの特性は、プロセスにより弊害を受けるべきではない。
【００１３】
　さらに、電子素子は、多くの目的で使用され、および/または適合されることができな
ければならない。特に、電子素子の性能は、広い温度範囲にわたって、保持されねばなら
ない。
【００１４】
　さらなる目的は、可能な限り高価でなく、一定の品質で優れた特性を有する電子素子の
提供とみなすことができる。
【００１５】
　驚くべきことに、これらの目的およびさらなる目的は、明確には言及されないが、ここ
の導入部で議論された点から容易に引き出されるか推論されることができるが、請求項１
の全特徴を有する調合物により達成されることが見出された。本発明による調合物の有利
な改変は、請求項１に従属するクレームで保護される。
【００１６】
　したがって、本発明は、電子素子の機能性層の製造のために用いることができる少なく
とも一つの有機機能性材料と少なくとも一つの式（１）または（２）の構造を有する少な
くとも一つの芳香族化合物を含む調合物に関し：
【００１７】
【化１】

【００１８】
式中、使用される記号には、以下が適用される：
　Ｘは、出現毎に、同一であるか異なり、ＣＲまたはＮであり；ここで、合計で多くとも
２個の基Ｘは、Ｎであり：
　Ｒは、出現毎に、同一であるか異なり、Ｈ、Ｄ、Ｆ、Ｎ（Ｒ１）２、ＣＮ、ＮＯ２、Ｃ
（=Ｏ）Ｎ（Ｒ１）２、Ｓｉ（Ｒ１）３、Ｃ（=Ｏ）Ｒ１、１～２０個のＣ原子を有する直
鎖アルキル、アルコキシもしくはチオアルコキシ基、２～２０個のＣ原子を有するアルケ
ニルもしくはアルキニル基または３～２０個のＣ原子を有する分岐あるいは環式アルキル
、アルコキシもしくはチオアルコキシ基（夫々は、１以上の基Ｒ１により置換されてよく
、１以上の隣接しないＣＨ２基は、Ｒ１Ｃ=ＣＲ１、Ｃ≡Ｃ、Ｓｉ（Ｒ１）２、Ｃ=Ｏ、Ｎ
Ｒ１、Ｏ、ＳもしくはＣＯＮＲ１で置き代えられてよく、また、１以上のＨ原子は、Ｄ、
Ｆ、ＮＯ２もしくはＣＮで置き代えられてよい。）、各場合に１以上の基Ｒ１で置換され
てよい５～６０個の芳香族環原子を有する芳香族もしくは複素環式芳香族環構造、１以上
の基Ｒ１で置換されてよい５～４０個の芳香族環原子を有するアリールオキシもしくはヘ
テロアリールオキシ基、１以上の基Ｒ１で置換されてよい５～４０個の芳香族環原子を有
するアラルキルもしくはヘテロアラルキル基または１以上の基Ｒ１で置換されてよい１０
～４０個の芳香族環原子を有するジアリールアミノ基、ジヘテロアリールアミノ基もしく
はアリールヘテロアリールアミノ基であって；ここで、２個の隣接する基Ｒは、互いに、
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モノ-あるいはポリ環式の脂肪族、芳香族もしくは複素環式芳香族環構造を形成してもよ
く；
　Ｒ１は、出現毎に、同一であるか異なり、Ｈ、Ｄ、Ｆ、Ｎ（Ｒ２）２、ＣＮ、ＮＯ２、
Ｓｉ（Ｒ２）３、Ｃ（=Ｏ）Ｒ２、１～２０個のＣ原子を有する直鎖アルキル、アルコキ
シもしくはチオアルコキシ基、２～２０個のＣ原子を有するアルケニルもしくはアルキニ
ル基または３～２０個のＣ原子を有する分岐あるいは環式アルキル、アルコキシもしくは
チオアルコキシ基（夫々は、１以上の基Ｒ２により置換されてよく、１以上の隣接しない
ＣＨ２基は、Ｒ２Ｃ=ＣＲ２、Ｃ≡Ｃ、Ｓｉ（Ｒ２）２、Ｃ=Ｏ、ＮＲ２、Ｏ、Ｓもしくは
ＣＯＮＲ２で置き代えられてよく、また、１以上のＨ原子は、Ｄ、Ｆ、ＮＯ２もしくはＣ
Ｎで置き代えられてよい。）、各場合に１以上の基Ｒ２で置換されてよい５～６０個の芳
香族環原子を有する芳香族もしくは複素環式芳香族環構造、１以上の基Ｒ２で置換されて
よい５～４０個の芳香族環原子を有するアリールオキシもしくはヘテロアリールオキシ基
、１以上の基Ｒ２で置換されてよい５～４０個の芳香族環原子を有するアラルキルもしく
はヘテロアラルキル基または１以上の基Ｒ２で置換されてよい１０～４０個の芳香族環原
子を有するジアリールアミノ基、ジヘテロアリールアミノ基もしくはアリールヘテロアリ
ールアミノ基であって；ここで、２個以上の隣接する基Ｒ１は、互いに、もしくはＲ１と
Ｒは、モノ-あるいはポリ環式の脂肪族、芳香族もしくは複素環式芳香族環構造を形成し
てもよく；
　Ｒ２は、出現毎に、同一であるか異なり、Ｈ、Ｄ、Ｆまたは１～２０個のＣ原子を有す
る脂肪族、芳香族および/または複素環式芳香族炭化水素基であり、さらに、１以上のＨ
原子は、Ｆで置き代えられてよく；ここで、２以上の置換基Ｒ２は、互いに、モノ-ある
いはポリ環式の脂肪族環構造を形成してもよく；
　Ｙは、出現毎に、同一であるか異なり、基ＣＲであり、
　式（１）または（２）の構造中の隣接する基Ｙは、一緒になって、以下の式（３）、（
４）、（５）、（６）、（７）、（８）および（９）の１つの環を形成し；
【００１９】
【化２】

【００２０】
式中、Ｒ１は、上記所与の意味を有し、破線は、基Ｙの２個の炭素原子からの式（１）ま
たは式（２）の構造中の芳香族もしくは複素環式芳香族環構造の基Ｘへの結合であり；お
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よび、さらに：
　Ａ１、Ａ３は、出現毎に、同一であるか異なり、Ｃ（Ｒ３）２、Ｏ、Ｓ、ＮＲ３または
Ｃ（=Ｏ）であり；
　Ａ２は、Ｃ（Ｒ１）２、Ｏ、Ｓ、ＮＲ３またはＣ（=Ｏ）であり；
　Ｇは、１以上の基Ｒ２により置換されてよい１、２もしくは３個のＣ原子を有するアル
キレン基、または１以上の基Ｒ２により置換されてよい５～１４個の芳香族環原子を有す
るオルト結合アリーレンもしくはヘテロアリーレン基であり；
　Ｒ３は、出現毎に、同一であるか異なり、Ｆ、１～１０個のＣ原子を有する直鎖アルキ
ルもしくはアルコキシ基、３～１０個のＣ原子を有する分岐あるいは環式アルキルもしく
はアルコキシ基（夫々は、１以上の基Ｒ２により置換されてよく、１以上の隣接しないＣ
Ｈ２基は、Ｒ２Ｃ=ＣＲ２、Ｃ≡Ｃ、Ｓｉ（Ｒ２）２、Ｃ=Ｏ、ＮＲ２、Ｏ、ＳもしくはＣ
ＯＮＲ２で置き代えられてよく、また、１以上のＨ原子は、ＤもしくはＦで置き代えられ
てよい。）、各場合に１以上の基Ｒ２で置換されてよい５～２４個の芳香族環原子を有す
る芳香族もしくは複素環式芳香族環構造、１以上の基Ｒ２で置換されてよい５～２４個の
芳香族環原子を有するアリールオキシもしくはヘテロアリールオキシ基、１以上の基Ｒ２

で置換されてよい５～２４個の芳香族環原子を有するアラルキルもしくはヘテロアラルキ
ル基であって；ここで、同じ炭素原子に結合する２個の基Ｒ３は、互いに、脂肪族もしく
は芳香族環構造を形成し、こうしてスピロ構造を形成してよく、さらに、Ｒ３は、隣接す
る基ＲもしくはＲ１と脂肪族環構造を形成してよく；
　ただし、上記言及した基中の２個の同一のヘテロ原子は、互いに直接結合せず、２個の
基Ｃ=Ｏは、互いに直接結合しない。
【００２１】
　上記示した式（１）または（２）の構造と好ましいとして言及されるこれらの構造のさ
らなる態様において、二重結合は、基Ｙが結合する炭素原子上に形式的に示される。これ
らの２個の炭素原子は、芳香族もしくは複素環式芳香族環構造中で結合し、これらの２個
の炭素原子間の結合は、こうして、形式的には単結合の結合度と二重結合の結合度との間
であることから、これは、化学構造の単純化である。形式的な二重結合の描線は、それゆ
えに構造を制限するものと解釈されるべきではなく、その代わり、これが芳香族結合を意
味することは、当業者には明らかである。
【００２２】
　酸性ベンジル性プロトンの不在は、Ａ１とＡ３がＣ（Ｒ３）２であり、Ｒ３が水素では
ないように定義される場合には、Ａ１とＡ３により、式（３）～（５）において実現され
る。酸性ベンジル性プロトンの不在は、それらが２環構造であることにより、式（６）～
（９）において実現される。厳格な空間配置に基づいて、Ｒ１は、Ｈである場合には、２
環構造の対応するアニオンが共鳴安定化されないことから、ベンジル性プロトンより著し
くより酸性ではない。式（６）～（９）におけるＲ１が、Ｈである場合さえも、これは、
本出願の意味での非酸性プロトンである。
【００２３】
　ここで、「隣接する炭素原子」は、炭素原子が、互いに直接結合することを意味する。
さらに、基の定義における「隣接する基」は、これらの基が、同じ炭素原子もしくは隣接
する炭素原子に結合することを意味する。これらの定義は、「隣接する基」と「隣接する
置換基」に対応してあてはまる。
【００２４】
　本発明の意味でのアリール基は、６～４０個のＣ原子を含む。本発明の意味でのヘテロ
アリール基は、２～４０個のＣ原子と少なくとも１個のヘテロ原子を含むが、ただし、Ｃ
原子とヘテロ原子の合計は、少なくとも５個である。ヘテロ原子は、好ましくは、Ｎ、Ｏ
および/またはＳから選ばれる。ここで、アリール基もしくはヘテロアリール基は、単純
な芳香族環、すなわち、ベンゼン、または、単純な複素環式芳香族環、たとえば、ピリジ
ン、ピリミジン、チオフェン等、または、縮合アリールもしくはヘテロリール基、たとえ
ば、ナフタレン、アントラセン、フェナントレン、キノリン、イソキノリン等の何れかの
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意味で使用される。
【００２５】
　本発明の意味での芳香族環構造は、６～６０個のＣ原子を環構造中に含む。本発明の意
味での複素環式芳香族環構造は、１～６０個のＣ原子と少なくとも１個のヘテロ原子を環
構造中に含むが、ただし、Ｃ原子とヘテロ原子の合計は少なくとも５個である。ヘテロ原
子は、好ましくは、Ｎ、Ｏおよび/またはＳから選ばれる。本発明の意味での芳香族もし
くは複素環式芳香族環構造は、必ずしもアリールもしくはヘテロアリール基のみを含むも
のではなく、加えて、複数のアリールもしくはヘテロアリール基は、たとえば、Ｃ、Ｎも
しくはＯ原子またはカルボニル基のような非芳香族単位（好ましくは、Ｈ以外の原子は１
０％未満である。）により中断されてよい構造の意味で使用されることを意図されている
。たとえば、9,9’-スピロビフルオレン、9,9-ジアリールフルオレン、トリアリールアミ
ン、ジアリールエーテル、スチルベン等の構造も、本発明の意味での芳香族環構造の意味
で使用されることを意図されており、２個以上のアリール基が、たとえば、直鎖もしくは
環式アルキル基によりまたはシリル基により中断される構造も同様である。さらに、２個
以上のアリールもしくはヘテロアリール基が、互いに直接結合する構造、たとえば、ビフ
ェニルもしくはテルフェニルも、同様に芳香族もしくは複素環式芳香族環構造の意味で使
用されることを意図されている。
【００２６】
　本発明の意味での環式アルキル、アルコキシもしくはチオアルコキシ基は、単環式、二
環式もしくは多環式基の意味で使用される。
【００２７】
　本発明の目的のために、Ｃ１～Ｃ４０-アルキル基は、ここで、個々のＨ原子もしくは
ＣＨ２基は、上記した基により置換されていてよく、たとえば、基メチル、エチル、n-プ
ロピル、i-プロピル、シクロプロピル、n-ブチル、i-ブチル、s-ブチル、t-ブチル、シク
ロブチル、2-メチルブチル、n-ペンチル、s-ペンチル、t-ペンチル、2-ペンチル、ネオペ
ンチル、シクロペンチル、n-ヘキシル、s-ヘキシル、t-ヘキシル、2-ヘキシル、3-ヘキシ
ル、ネオヘキシル、シクロヘキシル、1-メチルシクロペンチル、2-メチルペンチル、n-ヘ
プチル、2-ヘプチル、3-ヘプチル、4-ヘプチル、シクロヘプチル、1-メチルシクロヘキシ
ル、n-オクチル、2-エチルヘキシル、シクロオクチル、1-ビシクロ[2.2.2]オクチル、2-
ビシクロ[2.2.2]オクチル、2-(2,6-ジメチル)オクチル、3-(3,7-ジメチル)オクチル、ア
ダマンチル、トリフルオロメチル、ペンタフルオロエチル、2,2,2-トリフルオロエチル、
1,1-ジメチル-n-ヘキサ-1-イル、1,1-ジメチル-n-ヘプタ-1-イル、1,1-ジメチル-n-オク
タ-1-イル、1,1-ジメチル-n-デカ-1-イル、1,1-ジメチル-n-ドデカ-1-イル、1,1-ジメチ
ル-n-テトラデカ-1-イル、1,1-ジメチル-n-ヘキサデカ-1-イル、1,1-ジメチル-n-オクタ
デカ-1-イル、1,1-ジエチル-n-ヘキサ-1-イル、1,1-ジエチル-n-ヘプタ-1-イル、1,1-ジ
エチル-n-オクタ-1-イル、1,1-ジエチル-n-デカ-1-イル、1,1-ジエチル-n-ドデカ-1-イル
、1,1-ジエチル-n-テトラデカ-1-イル、1,1-ジエチル-n-ヘキサデカ-1-イル、1,1-ジエチ
ル-n-オクタデカ-1-イル、1-(n-プロピル)シクロヘキサ-1-イル、1-(n-ブチル)シクロヘ
キサ-1-イル、1-(n-ヘキシル)シクロヘキサ-1-イル、1-(n-オクチル)シクロヘキサ-1-イ
ルおよび1-(n-デシルl)シクロヘキサ-1-イル基の意味で使用される。アルケニル基は、た
とえば、エテニル、プロペニル、ブテニル、ペンテニル、シクロペンテニル、ヘキセニル
、シクロヘキセニル、ヘプテニル、シクロヘプテニル、オクテニル、シクロオクテニルま
たはシクロオクタジエニルの意味で
使用される。アルキニル基は、たとえば、エチニル、プロピニル、ブチニル、ペンチニル
、ヘキシニル、ヘプチニルおよびオクチニルの意味で使用される。Ｃ１～Ｃ４０-アルコ
キシ基は、たとえば、メトキシ、トリフルオロメトキシ、エトキシ、n-プロポキシ、i-プ
ロポキシ、n-ブトキシ、i-ブトキシ、s-ブトキシ、t-ブトキシまたは2-メチルブトキシの
意味で使用される。
【００２８】
　５～６０個の芳香族環原子を有する芳香族もしくは複素環式芳香族環構造は、各場合に
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、上記した基により置換されていてもよく、任意の所望の位置を介して、芳香族もしくは
複素環式芳香族構造に連結していてもよいが、たとえば、ベンゼン、ナフタレン、アント
ラセン、ベンズアントラセン、フェナントレン、ベンゾフェナントレン、ピレン、クリセ
ン、ペリレン、フルオランテン、ベンゾフルオランテン、ナフタセン、ペンタセン、ベン
ゾピレン、ビフェニル、ビフェニレン、テルフェニル、テルフェニレン、フルオレン、ス
ピロビフルオレン、ジヒドロフェナントレン、ジヒドロピレン、テトラヒドロピレン、シ
ス-もしくはトランス-インデノフルオレン、シス-もしくはトランス-モノベンゾインデノ
フルオレン、シス-もしくはトランス-ジベンゾインデノフルオレン、トルクセン、イソト
ルクセン、スピロトルクセン、スピロイソトルクセン、フラン、ベンゾフラン、イソベン
ゾフラン、ジベンゾフラン、チオフェン、ベンゾチオフェン、イソベンゾチオフェン、ジ
ベンゾチオフェン、ピロール、インドール、イソインドール、カルバゾール、インドロカ
ルバゾール、インデノカルバゾール、ピリジン、キノリン、イソキノリン、アクリジン、
フェナントリジン、ベンゾ-5,6-キノリン、ベンゾ-6,7-キノリン、ベンゾ-7,8-キノリン
、フェノチアジン、フェノキサジン、ピラゾール、インダゾール、イミダゾール、ベンズ
イミダゾール、ナフトイミダゾール、フェナンスリイミダゾール、ピリドイミダゾール、
ピラジンイミダゾール、キノキサリンイミダゾール、オキサゾール、ベンズオキサゾール
、ナフトオキサゾール、アントロオキサゾール、フェナントロオキサゾール、イソオキサ
ゾール、1,2-チアゾール、1,3-チアゾール、ベンゾチアゾール、ピリダジン、ベンゾピリ
ダジン、ピリミジン、ベンゾピリミジン、キノキサリン、1,5-ジアザアントラセン、2,7-
ジアザピレン、2,3-ジアザピレン、1,6-ジアザピレン、1,8-ジアザピレン、4,5-ジアザピ
レン、4,5,9,10-テトラアザペリレン、ピラジン、フェナジン、フェノキサジン、フェノ
チアジン、フルオルビン、ナフチリジン、アザカルバゾール、ベンゾカルボリン、フェナ
ントロリン、1,2,3-トリアゾール、1,2,4-トリアゾール、ベンゾトリアゾール、1,2,3-オ
キサジアゾール、1,2,4-オキサジアゾール、1,2,5-オキサジアゾール、1,3,4-オキサジア
ゾール、1,2,3-チアジアゾール、1,2,4-チアジアゾール、1,2,5-チアジアゾール、1,3,4-
チアジアゾール、1,3,5-トリアジン、1,2,4-トリアジン、1,2,3-トリアジン、テトラゾー
ル、1,2,4,5-テトラジン、1,2,3,4-テトラジン、1,2,3,5-テトラジン、プリン、プテリジ
ン、インドリジンおよびベンゾチアジアゾールから誘導される基の意味で使用される。
【００２９】
　さらに、好ましいのは、式（３）、（４）、（５）、（６）、（７）、（８）および（
９）の１つのそれらの環構造中で、基Ａ１、Ａ２およびＡ３の多くとも２個、好ましくは
、多くとも１個は、Ｏ、ＳまたはＮＲ３であり、特に好ましくは、Ａ１、Ａ２およびＡ３

のいずれもが、Ｏ、ＳまたはＮＲ３ではない式（１）または式（２）の化合物である。
【００３０】
　さらに、好ましいのは、式（３）、（４）、（５）、（６）、（７）、（８）および（
９）の１つの環構造中で、Ａ１およびＡ３の少なくとも１個は、同一であるか異なり、Ｏ
またはＮＲ３であり、Ａ２は、Ｃ（Ｒ１）２であるという事実により区別される化合物で
ある。
【００３１】
　本発明のさらなる１態様によれば、好ましいのは、式（３）、（４）、（５）、（６）
、（７）、（８）および（９）の１つの環構造中で、基Ａ１およびＡ３の少なくとも一つ
は、出現毎に、同一であるか異なり、Ｃ（Ｒ３）２であり、Ａ２は、Ｃ（Ｒ１）２、好ま
しくは、Ｃ（Ｒ３）２、特に好ましくは、ＣＨ２であることを特徴とする化合物である。
【００３２】
　好ましいのは、さらに、式（６）、（７）、（８）および（９）の１つの環構造中で、
橋頭に結合する基Ｒ１は、Ｈ、Ｄ、ＦまたはＣＨ３である。
【００３３】
　式（１）または（２）の構造中の２個の隣接する基Ｙは、以下の式（３－Ａ）～（３－
Ｆ）の１つの環構造を形成することが規定されてよく：
【００３４】
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【化３】

【００３５】
式中、Ａ１、Ａ２およびＡ３は、出現毎に、同一であるか異なり、ＯまたはＮＲ３であり
、破線は、基Ｙの２個の炭素原子から式（１）または式（２）の構造中の芳香族もしくは
複素環式芳香族環構造の基Ｘへの結合であり、Ｒ１およびＲ３は、上記所与の意味を有す
る。式（３－Ａ）、（３－Ｂ）、（３－Ｃ）、（３－Ｄ）、（３－Ｅ）または（３－Ｆ）
の構造を有する前記化合物のなかでも、好ましいのは、式（３－Ａ）、（３－Ｂ）、（３
－Ｃ）、（３－Ｅ）および/または（３－Ｆ）の構造を有する化合物であり、特に好まし
いのは、式（３－Ｃ）、（３－Ｅ）および/または（３－Ｆ）の構造を有する化合物であ
る。
【００３６】
　本発明の特別な側面によれば、式（１）または式（２）の構造中の２個の隣接する基Ｙ
は、以下の式（４－Ａ）～（４－Ｆ）の１つの環構造を形成することが規定されてよく：
【００３７】
【化４】

【００３８】
式中、Ａ１、Ａ２およびＡ３は、出現毎に、同一であるか異なり、ＯまたはＮＲ３であり
、破線は、基Ｙの２個の炭素原子から式（１）または式（２）の構造中の芳香族もしくは
複素環式芳香族環構造の基Ｘへの結合であり、Ｒ１およびＲ３は、上記所与の意味を有す
る。
【００３９】
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　式（４－Ａ）～（４－Ｆ）の構造を有する前記化合物のなかでも、好ましいのは、式（
４－Ａ）、（４－Ｂ）、（４－Ｃ）、（４－Ｅ）および/または（４－Ｆ）の構造を有す
る化合物であり、特に好ましいのは、式（４－Ａ）および/または（４－Ｅ）の構造を有
する化合物である。
【００４０】
　式（１）または式（２）の構造中の２個の隣接する基Ｙは、以下の式（５－Ａ）～（５
－Ｅ）の１つの環構造を形成してよく：
【００４１】
【化５】

【００４２】
式中、Ａ１、Ａ２およびＡ３は、出現毎に、同一であるか異なり、ＯまたはＮＲ３であり
、破線は、基Ｙの２個の炭素原子から式（１）または式（２）の構造中の芳香族もしくは
複素環式芳香族環構造の基Ｘへの結合であり、Ｒ１およびＲ３は、上記所与の意味を有す
る。
【００４３】
　さらに、式（１）または式（２）の構造中の２個の隣接する基Ｙは、以下の式（６－Ａ
）～（６－Ｃ）の１つの環構造を形成することが規定されよく：
【００４４】
【化６】

【００４５】
式中、使用される記号は、所与の意味を有し、破線は、基Ｙの２個の炭素原子から式（１
）または式（２）の構造中の芳香族もしくは複素環式芳香族環構造の基Ｘへの結合である
。式（６－Ａ）～（６－Ｃ）の構造を有する前記化合物のなかでも、好ましいのは、式（
６－Ｂ）または（６－Ｃ）の構造を有する化合物であり、式（６－Ｃ）の構造を有する化
合物が特に好ましい。
【００４６】
　好ましいのは、さらに、式（１）または式（２）の構造中の２個の隣接する基Ｙは、以
下の式（７－Ａ）、（８－Ａ）または（９－Ａ）の１つの環構造を形成する化合物であり
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【化７】

【００４８】
式中、使用される記号は、所与の意味を有し、破線は、基Ｙの２個の炭素原子から式（１
）または式（２）の構造中の芳香族もしくは複素環式芳香族環構造の基Ｘへの結合である
。
【００４９】
　式（６）、（６－Ａ）、（６－Ｂ）、（６－Ｃ）、（７）、（７－Ａ）、（８）、（８
－Ａ）、（９）および（９－Ａ）の構造中の基Ｇは、１以上の基Ｒ２により置換されてよ
い1,2-エチレン基であり、ここで、Ｒ２は、好ましくは、出現毎に、同一であるか異なり
、Ｈまたは１～４個のＣ原子を有するアルキル基、または１以上の基Ｒ２により置換され
てよいが、好ましくは、置換されない６～１０個のＣ原子を有するオルトアリーレン基、
特に、１以上の基Ｒ２により置換されてよいが、好ましくは、置換されないオルトフェニ
レン基であることが規定されてよい。
【００５０】
　式（３）～（９）の構造中の基Ｒ３は、出現毎に、同一であるか異なり、Ｆ、１～１０
個のＣ原子を有する直鎖アルキル基、または３～２０個のＣ原子を有する分岐あるいは環
式アルキル基（各場合に、１以上の隣接しないＣＨ２基は、Ｒ２Ｃ=ＣＲ２で置き代えら
れてよく、また、１以上のＨ原子は、ＤもしくはＦで置き代えられてよい。）、各場合に
１以上の基Ｒ２で置換されてよい５～１４個の芳香族環原子を有する芳香族もしくは複素
環式芳香族環構造であって；ここで、同じ炭素原子に結合する２個の基Ｒ３は、互いに、
脂肪族もしくは芳香族環構造を形成してもよく、さらに、Ｒ３は、隣接する基Ｒもしくは
Ｒ１と脂肪族環構造を形成してよいことが規定されてよい。
【００５１】
　式（３）～（９）の構造を有する化合物において、基Ｒ３は、好ましくは、出現毎に、
同一であるか異なり、Ｆ、１～３個のＣ原子を有する直鎖アルキル基、特に、メチルまた
は、各場合に１以上の基Ｒ２で置換されてよいが、好ましくは、置換されない５～１２個
の芳香族環原子を有する芳香族もしくは複素環式芳香族環構造であって；ここで、同じ炭
素原子に結合する２個の基Ｒ３は、互いに、脂肪族もしくは芳香族環構造を形成してもよ
く、さらに、Ｒ３は、隣接する基ＲもしくはＲ１と脂肪族環構造を形成してもよい。
【００５２】
　式（３）の特に好ましい基の例は、以下に示される基（３－１）～（３－６９）である
。
【００５３】
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【００５４】
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【００５５】
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【００５６】
　式（４）の特に好ましい基の例は、以下に示される基（４－１）～（４－１４）である
。
【００５７】
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【００５８】
　式（５）、（８）および（９）の特に好ましい基の例は、以下に示される基（５－１）
、（８－１）および（９－１）である。
【００５９】

【化１０】

【００６０】
　式（６）の特に好ましい基の例は、以下に示される基（６－１）～（６－２２）である
。
【００６１】
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【化１１】

【００６２】
　式（７）の特に好ましい基の例は、以下に示される基（７－１）～（７－５）である。
【００６３】
【化１２】

【００６４】
　好ましくは、式（１）または（２）中の２個の記号Ｘは、Ｎであり、特に好ましくは、
式（１）または（２）中の最大１個の記号Ｘは、Ｎである。特に好ましくは、式（１）ま
たは（２）中の全ての記号Ｘは、ＣＲである。
【００６５】
　一般的に、式（１）の化合物は、式（２）の化合物より好ましく、そこで、特に好まし
い化合物は、上記示される式（３）～（９）の環構造を有する。ここで、式（３）または
（４）の環構造を有する式（１）の化合物が、特に好ましい。
【００６６】
　さらに、式（１）または（２）の構造を有する芳香族化合物は、好ましくは、２０００
ｇ／ｍｏｌ以下の、特に好ましくは、１０００ｇ／ｍｏｌ以下の、特別に好ましくは、６
００ｇ／ｍｏｌ以下の分子量を有することが規定されてよい。
【００６７】
　式（１）または（２）の構造を有する芳香族化合物は、好ましくは、式（１０）、（１
１）および（１２）の化合物から選ぶことができ、
【００６８】
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【化１３】

【００６９】
式中、特に好ましいのは、式（１０）の化合物である。
【００７０】
　式（１）または（２）の化合物は、多くの目的のための添加剤として、たとえば、表面
張力、たとえば、粘度等のレオロジー特性等の調合物の特性を調整するために、役立つこ
とができる。
【００７１】
　式（１）または（２）の化合物は、特に好ましくは、溶媒として用いることができる。
これは、電子素子の機能性層の製造のために使用することができる以前以後説明される有
機機能性材料を、本願で以後詳細に説明される公知の被覆の方法を使用して、驚くべき高
品質で基板または機能層に適用することを可能とする。
【００７２】
　本発明の特別な１側面によれば、式（１）もしくは（２）の構造を有する芳香族化合物
の調合物中の割合は、少なくとも０．１重量％、好ましくは、少なくとも１重量％、特に
好ましくは、少なくとも５重量％、特別に好ましくは、少なくとも１０重量％であるか、
または、少なくとも２０重量％、特に好ましくは、少なくとも４０重量％、特別に好まし
くは、少なくとも８０重量％であり、ここで、式（１）または（２）の構造を有する芳香
族化合物は、好ましくは、少なくとも２０重量％の割合から溶媒として用いられる。
【００７３】
　式（１）または（２）の構造を有する芳香族化合物は、多くとも４０ｍＮ／ｍ、好まし
くは、多くとも３５ｍＮ／ｍ、特に好ましくは、多くとも３０ｍＮ／ｍの表面張力を有し
、ここで、式（１）または（２）の構造を有する芳香族化合物は、好ましくは、溶媒とし
て用いられる。
【００７４】
　本発明のさらに好ましい１態様では、式（１）または（２）の構造を有する芳香族化合
物は、多くとも３００℃、好ましくは、多くとも２８０℃の沸点を有し、ここで、式（１
）または（２）の構造を有する芳香族化合物は、好ましくは、溶媒として用いられる。
【００７５】
　式（１）または（２）の構造を有する芳香族化合物が、好ましくは、少なくとも３ｍＰ
ａｓ、特に好ましくは、少なくとも５ｍＰａｓの粘度を有し、ここで、式（１）または（
２）の構造を有する芳香族化合物は、好ましくは、溶媒として用いられることをさらに規
定してよい。
【００７６】
　本発明による調合物は、電子素子の機能層を製造するために用いることができる少なく
とも一つの有機機能性材料を含む。機能性材料は、一般的に、電子素子のアノードとカソ
ードとの間に導入される有機または無機材料である。
【００７７】
　有機機能性材料という用語は、特に、有機伝導体、有機半導体、有機蛍光化合物、有機
燐光化合物、有機光吸収化合物、有機光増感性化合物、有機光増感剤および他の有機光活
性化合物を示す。用語有機機能性材料は、さらに、遷移金属、希土類、ランタニドおよび
アクチニドの有機金属錯体を包含する。
【００７８】
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　有機機能性材料は、好ましくは、蛍光エミッター、燐光エミッター、ホスト材料、マト
リックス材料、励起子ブロック材料、電子輸送材料、電子注入材料、正孔伝導材料、正孔
注入材料、ｎ－ドーパント、ワイドバンドギャップ材料、電子ブロック材料および正孔ブ
ロック材料より成る群から選ばれる。
【００７９】
　有機機能性材料の好ましい態様は、WO2011/076314A1に詳細に開示されており、この文
献は、参照として本願に組み込まれる。
【００８０】
　有機機能性材料は、低分子量を有する化合物、ポリマー、オリゴマーもしくはデンドリ
マーであることができ、ここで、有機機能性材料は、混合物の形態であってもよい。した
がって、本発明による調合物は、低分子量を有する２種の異なる化合物、低分子量を有す
る１つの化合物と１つのポリマーもしくは２種のポリマー（ブレンド）を含んでよい。
【００８１】
　有機機能性材料は、以下に詳細に説明されるフロンティア軌道特性により説明されるこ
とが多い。分子軌道、特に、最高非占軌道（ＨＯＭＯ）と最低空軌道（ＬＵＭＯ）、それ
らのエネルギー準位および最低三重項状態Ｔ１のエネルギーと最低励起一重項状態Ｓ１の
エネルギーは、量子化学計算によって決定される。金属を含まない有機物質を計算するた
めに、最初に、幾何学的な最適化が、「基底状態／準実験的／デフォルトスピン／ＡＭ１
／電荷０／一重項スピン」法を使用して実行される。続いて幾何学的な最適化を基準にし
てエネルギー計算を実施する。ここで、「６－３１Ｇ（ｄ）」ベースセット（電荷０、一
重項スピン）を用いる「ＴＤ－ＳＣＦ／ＤＦＴ／デフォルトスピン／Ｂ３ＰＷ９１」法が
使用される。金属含有化合物に対しては、ジオメトリーは、「基底状態／ハートリー-フ
ォック／デフォルトスピン／ＬａｎＬ２ＭＢ／電荷０/一重項スピン」法を介して最適化
される。エネルギー計算は、「ＬａｎＬ２ＤＺ」ベースセットが金属原子のために使用さ
れ、「６－３１Ｇ（ｄ）」ベースセットが金属原子のために使用されるということを除い
て、上記記載のとおりの有機物質と同じように実行される。ＨＯＭＯエネルギー準位ＨＥ
ｈまたはＬＵＭＯエネルギー準位ＬＥｈは、ハートリー単位でのエネルギー計算から得ら
れる。サイクリックボルタンメトリ測定により較正されたＨＯＭＯおよびＬＵＭＯの電子
ボルトでのエネルギー準位は、以下のとおり決定される：
　ＨＯＭＯ（ｅＶ）＝（（ＨＥｈ＊２７．２１２）－０．９８９９）／１．１２０６
　ＬＵＭＯ（ｅＶ）＝（（ＬＥｈ＊２７．２１２）－２．００４１）／１．３８５
　本出願の目的のために、これらの値は、材料夫々のＨＯＭＯおよびＬＵＭＯエネルギー
準位とみなすべきである。
【００８２】
　最低三重項状態Ｔ１を、上記量子化学計算から明らかである最低エネルギーを有する三
重項状態のエネルギーとして定義する。
【００８３】
　最低励起一重項状態Ｓ１を、上記量子化学計算から明らかである最低エネルギーを有す
る励起一重項状態のエネルギーとして定義する。
【００８４】
　ここに記載された方法は、使用されるソフトウエアパッケージとは独立しており、常に
同じ結果が得られる。この目的のためによく利用されるプログラムの例は、「ガウシアン
09W (Gaussian Inc.)とQ-Chem 4.1 (Q-Chem, Inc.)」である。
【００８５】
　正孔注入特性を有する化合物、いわゆる正孔注入材料は、ここでは、アノードから有機
層に、正孔、すなわち、正電荷の輸送を容易にするか、または促進する。一般的に、正孔
注入材料は、アノード準位の領域もしくはそれを超える領域であるＨＯＭＯ準位を有し、
一般的に、少なくとも－５．３ｅＶである。
【００８６】
　正孔輸送特性を有する化合物、いわゆる正孔輸送材料は、ここでは、アノードもしくは
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隣接層、たとえば、正孔注入層から、正孔、すなわち、正電荷を輸送することができる。
一般的に、正孔輸送材料は、好ましくは、少なくとも－５．４ｅＶの高いＨＯＭＯ準位を
有する。電子素子の構造に応じて、正孔注入材料として正孔輸送材料を用いることも可能
である。
【００８７】
　正孔注入および/または正孔輸送特性を有する好ましい化合物は、たとえば、トリアリ
ールアミン、ベンジジン、テトラアリール-パラ-フェニレンジアミン、トリアリールホス
フィン、フェノチアジン、フェノキサジン、ジヒドロフェナジン、チアントレン、ジベン
ゾ-パラ-ジオキシン、フェノキサチン、カルバゾール、アズレン、チオフェン、ピロール
およびフラン誘導体と高ＨＯＭＯ（ＨＯＭＯ＝最高非占軌道）を有するさらなるＯ-、Ｓ-
もしくはＮ-含有へテロ環である。
【００８８】
　正孔注入および/または正孔輸送特性を有する化合物として、特別な言及が、フェニレ
ンジアミン誘導体 (US 3615404)、アリールアミン誘導体(US 3567450)、アミノ置換カル
コン誘導体(US 3526501)、スチリルアントラセン誘導体(JP-A-56-46234)、ポリ環式芳香
族化合物(EP 1009041)、ポリアリールアルカン誘導体(US 3615402)、フルオレン誘導体 (
JP-A-54-110837)、ヒドラゾン誘導体(US 3717462)、アシルヒドラゾン、スチルベン誘導
体(JP-A-61-210363)、シラザン誘導体(US 4950950)、ポリシラン(JP-A-2-204996)、アニ
リンコポリマー(JP-A-2-282263)、チオフェンオリゴマー(JP 平成1(1989)211399)、ポリ
チオフェン、ポリ(N-ビニルカルバゾール)(PVK)、ポリピロール、ポリアニリンおよび他
の電気伝導性巨大分子、ポリフィリン化合物(JP-A-63-2956965、US 4720432)、芳香族ジ
メチリデン型化合物、たとえば、ＣＤＢＰ、ＣＢＰ、ｍＣＰ等のカルバゾール化合物、た
とえば、ベンジリデン型のトリフェニルアミン、スチリルアミン型のトリフェニルアミン
およびジアミン型のトリフェニルアミン等の芳香族三級アミンおよびスチリルアミン化合
物(US 4127412)になされてよい。アリールアミンデンドリマー(JP平成8(1996)193191)、
モノマートリアリールアミン(US 3180730)、１以上のビニル基および/または活性水素を
含む少なくとも一つの官能基を含むトリアリールアミン(US 3567450およびUS 3658520)、
またはテトラアリールジアミン(２個の三級アミン単位が、アリール基を介して連結する
。)を使用することも可能である。より多いトリアリールアミノ基も分子中に存在しても
よい。フタロシアニン誘導体、ナフタロシアニン誘導体、ブタジエン誘導体および、たと
えば、ジピラジノ[2,3-f:2’,3’-h]キノキサリンヘキサカルボニトリル等のキノリン誘
導体も適切である。
【００８９】
　好ましいものは、たとえば、ＮＰＤ（α-ＮＰＤ=4,4’-ビス[N-(1-ナフチル)-N-フェニ
ルアミノ]-ビフェニル)(US 5061569)、ＴＰＤ２３２(=N,N’-ビス-(N,N’-ジフェニル-4-
アミノフェニル)-N,N-ジフェニル-4,4’-ジアミノ-1,1’-ビフェニル)もしくはＭＴＤＡ
ＴＡ（ＭＴＤＡＴＡあるいはｍ-ＭＴＤＡＴＡ=4,4’,4’’-トリス[3-メチルフェニル)フ
ェニルアミノ]-トリフェニルアミン)(JP-A-4-308688)、ＴＢＤＢ(=N,N,N’,N’-テトラ(4
-ビフェニル)-ジアミノフェニレン)、ＴＡＰＣ(=1,1-bis(4-ジ-p-トリルアミノフェニル)
-シクロヘキサン)、ＴＡＰＰＰ(=1,1-ビス(4-ジ-p-トリルアミノフェニル)-3-フェニルプ
ロパン)、ＢＤＴＡＰＶＢ(=1,4-ビス[2-[4-[N,N-ジ(p-トリル)アミノ]フェニル]ビニル]
ベンゼン)、ＴＴＢ(=N,N,N’,N’-テトラ-p-トリル-4,4’-ジアミノフェニル)、ＴＰＤ(=
4,4’-ビス[N-3-メチルフェニル]-N-フェニルアミノ)-ビフェニル)、N,N,N’,N’-テトラ
フェニル-4,4’’’ジアミノ-1,1’,4’,1’’,4’’,1’’’-クアテル-フェニル等のよ
うな少なくとも２個の三級アミン単位を含む芳香族三級アミン(US 2008/0102311 A1、US 
4720432および US 5061569)、同様に、たとえば、ＴＣＴＡ(=4-(9H-カルバゾール-9-イル
)-N,N-ビス[4-(9H-カルバゾール-9-イル)-フェニル]-フェニルアミン)等のカルバゾール
単位を含む三級アミンである。同様に、好ましいものは US 2007/0092755 A1にしたがう
ヘキサアザトリフェニレン化合物およびフタロシアニン誘導体(たとえば、Ｈ２Ｐｃ、Ｃ
ｕＰｃ（＝銅フタロシアニン）、ＣｏＰｃ、ＮｉＰｃ、ＺｎＰｃ、ＰｄＰｃ、ＦｅＰｃ、
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ＭｎＰｃ、ＣｌＡｌＰｃ、ＣｌＧａＰｃ、ＣｌＩｎＰｃ、ＣｌＳｎＰｃ、Ｃｌ２ＳｉＰｃ
、（ＨＯ）ＡｌＰｃ、（ＨＯ）ＧａＰｃ、ＶＯＰｃ、ＴｉＯＰｃ、ＭｏＯＰｃ、ＧａＰｃ
－Ｏ－ＧａＰｃ)である。
【００９０】
　特に好ましいものは、文献EP 1162193 B1およびEP 650955 B1、Synth.Metals 1997, 91
(1-3),209、DE 19646119 A1、WO 2006 122630 A1、EP 1860097 A1、EP 1834945 A1、JP 0
8053397 A、US 6251531 B1、EP 1661888およびWO 09/041635に開示された式（ＴＡ－１）
～（ＴＡ－１２）の以下のトリアリールアミン化合物である。前記式（ＴＡ－１）～（Ｔ
Ａ－１２）の化合物は、置換されてもよい。
【００９１】
【化１４－１】
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【００９２】
【化１４－２】

【００９３】
　正孔注入材料として用いることのできるさらなる化合物は、EP 0891121 A1およびEP 10
29909 A1に記載され、注入層は、一般的に、US 2004/0174116 A1に記載されている。
【００９４】
　これらのアリールアミンおよびヘテロ環は、ポリマー中で、好ましくは、－５．８ｅＶ
（真空レベルに対して）より大な、特に好ましくは、－５．５ｅＶより大なＨＯＭＯを生
じる。
【００９５】
　電子注入および/または電子輸送特性を有する化合物は、たとえば、ピリジン、ピリミ
ジン、ピリダジン、ピラジン、オキサジアゾール、キノリン、キノキサリン、アントラセ
ン、ベンズアントラセン、ピレン、ペリレン、ベンズイミダゾール、トリアジン、ケトン
、ホスフインオキシドおよびフェナジン誘導体のみならずトリアリールボランならびに低
ＬＵＭＯ（ＬＵＭＯ＝最低空分子軌道）を有するさらなるＯ-、Ｓ-もしくはＮ-含有へテ
ロ環である。
【００９６】
　電子輸送および電子注入層のために特に適切な化合物は、8-ヒドロキシキノリンの金属
キレ－ト(たとえば、ＬｉＱ、ＡｌＱ３、ＧａＱ３、ＭｇＱ２、ＺｎＱ２、ＩｎＱ３、Ｚ
ｒＱ４）、ＢＡｌＱ、Ｇａオキノイド錯体、4-アザフェナントレン-5-オル-Ｂｅ錯体(US 
5529853 A、cf.式ＥＴ－１)、ブタジエン誘導体(US 4356429)、ヘテロ環光学的光沢剤(US
 4539507)、たとえば、ＴＰＢＩ(US 5766779、cf.式ＥＴ－２)等のベンズイミダゾール誘
導体(US 2007/0273272 A1)、1,3,5-トリアジン、たとえば、スピロビフルオレニルトリア
ジン誘導体(たとえば、DE 102008064200にしたがう)、ピレン、アントラセン、テトラセ
ン、フルオレン、スピロフルオレン、デンドリマー、テトラセン(たとえば、ルブレン誘
導体)、1,10-フェナントロリン誘導体(JP 2003-115387、JP 2004-311184、JP-2001-26708
0、WO 2002/043449)、シルアシルシクロペンタジエン誘導体(EP 1480280、EP 1478032、E
P 1469533)、たとえば、Siを含むトリアリールボラン等のボラン誘導体（US 2007/008721
9 A1、cf.式ＥＴ－３）、ピリジン誘導体(JP 2004-200162)、フェナントロリン、特別に
は、たとえば、ＢＣＰおよびＢｐｈｅｎ等の、また、ビフェニルもしくは他の芳香族基(U
S-2007-0252517 A1)を介して結合したフェナントロリンまたはアントラセンに結合したフ
ェナントロリン(US 2007-0122656 A1、cf.式ＥＴ－４、ＥＴ－５)等の1,10-フェナントロ
リン誘導体である。
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【化１５】

【００９８】
　同様に適切なものは、たとえば、チオピランジオキサイド、オキサゾール、トリアゾー
ル、イミダゾールもしくはオキサジアゾール等のヘテロ環有機化合物である。たとえば、
オキサゾール、好ましくは、1,3,4-オキサゾール、たとえば、特に、US 2007/0273372 A1
に開示された式ＥＴ－６、ＥＴ－７、ＥＴ－８およびＥＴ－９の化合物、チアゾール、オ
キサジアゾール、チアジアゾール、トリアゾール等のＮ含有五員環の使用例は、特に、US
2008/0102311A1とY.A.Levin, M.S. Skorobogatova, Khimiya Geterotsiklicheskikh Soed
inenii 1967 (2), 339-341を参照のこと、好ましくは、式ＥＴ－１０の化合物、シラシク
ロペンタジエン誘導体である。好ましい化合物は、以下の式（ＥＴ－６）～（ＥＴ－１０
）である。
【００９９】



(25) JP 6695863 B2 2020.5.20

10

20

30

40

50

【化１６】

【０１００】
　フルオレン、フルオレニリデンメタン、ペリレンテトラカルボン酸、アントラキノンジ
メタン、ジフェノキノン、アントロンおよびアントラキノンジエチレンジアミンの誘導体
等の有機化合物を用いることもできる。
【０１０１】
　好ましいものは、2,9,10-置換アントラセン(1-もしくは2-ナフチルおよび4-もしくは3-
ビフェニルをもつ)または２個のアントラセン単位を含む分子である(US2008/0193796 A1
、cf．式ＥＴ－１１)。また、非常に有利なものは、ベンズイミダゾール誘導体への9,10-
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置換アントラセン単位の連結である（US 2006 147747 AおよびEP 1551206 A1,cf.式ＥＴ
－１２およびＥＴ－１３）。
【０１０２】
【化１７】

【０１０３】
　電子注入および/または電子輸送特性を生成することができる化合物は、好ましくは、
－２．５ｅＶ（真空レベルに対して）未満の、特に好ましくは、－２．７ｅＶ未満のＬＵ
ＭＯを生じる。
【０１０４】
　本調合物は、エミッターを含んでもよい。用語エミッターは、任意の型のエネルギー遷
移により生じることができる励起後に、発光により基底状態への放射遷移を許容する材料
である。一般的に、２種のエミッターが知られており、すなわち、蛍光エミッターと燐光
エミッターである。用語蛍光エミッターは、励起一重項状態から基底状態への放射遷移が
生じる材料または化合物を示す。用語燐光エミッターは、好ましくは、遷移金属を含むル
ミネッセンス材料または化合物を示す。
【０１０５】
　ドーパントが系中で上記特性を引き起こす場合は、エミッターは、ドーパントと呼ばれ
ることが多い。マトリックス材料とドーパントを含む系中のドーパントは、混合物中のそ
の割合が、より小さい成分の意味で使用される。対応してマトリックス材料とドーパント
を含む系中のマトリックスは、混合物中のその割合が、より多い成分の意味で使用される
。したがって、用語燐光エミッターは、たとえば、燐光ドーパントの意味で使用されるこ
ともできる
　発光することのできる化合物は、とりわけ、蛍光エミッターと燐光エミッターである。
これらは、特に、スチルベン、スチルベンアミン、スチリルアミン、クマリン、ルブレン
、ローダミン、チアゾール、チアジアゾール、シアニン、チオフェン、パラフェニレン、
ペリレン、フタロシアニン、ポルフィリン、ケトン、キノリン、イミン、アントラセンお
よび/またはピレン構造を含む化合物を包含する。特に好ましいのは、室温でさえも、高
効率で三重項状態から発光することのできる、すなわち、電場蛍光発光に代えて、エネル
ギー効率の増加を引き起こすことが多い電場燐光発光を示す化合物である。この目的のた
めに適するのは、まず、３６より大な原子番号を有する重い原子を含む化合物である。好
ましい化合物は、上記条件を満足するｄ－もしくはｆ－遷移金属を含むものである。ここ
で、特に好ましいものは、８乃至１０属（Ｒｕ、Ｏｓ、Ｒｈ、Ｉｒ、Ｐｄ、Ｐｔ）からの
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おりの種々の錯体であり、たとえば、WO 02/068435 A1、WO 02/081488 A1、EP 1239526 A
2およびWO 2004/026886 A2に記載されている。
【０１０６】
　蛍光エミッターとして機能することのできる好ましい化合物は以下の例により説明され
る。好ましい蛍光エミッターは、モノスチリルアミン、ジスチリルアミン、トリスチリル
アミン、テトラスチリルアミン、スチリルホスフィン、スチリルエーテルおよびアリール
アミンの種から選択される。
【０１０７】
　モノスチリルアミンは、１個の置換あるいは非置換スチリル基と、少なくとも１個の、
好ましくは、芳香族アミンを含む化合物の意味で使用される。ジスチリルアミンは、２個
の置換あるいは非置換スチリル基と少なくとも１個の、好ましくは、芳香族アミンを含む
化合物の意味で使用される。トリスチリルアミンは、３個の置換あるいは非置換スチリル
基と少なくとも１個の、好ましくは、芳香族アミンを含む化合物の意味で使用される。テ
トラスチリルアミンは、４個の置換あるいは非置換スチリル基と少なくとも１つの、好ま
しくは、芳香族アミンを含む化合物の意味で使用される。スチリル基は、特に好ましくは
、スチルベンであり、さらに置換されていてもよい。対応するホスフィンとエーテルはア
ミンと同様に定義される。本発明の意味でのアリールアミンもしくは芳香族アミンは、窒
素に直接結合した３個の置換あるいは非置換芳香族もしくは複素環式芳香族環構造を含む
化合物の意味で使用される。これら芳香族もしくは複素環式芳香族環構造の少なくとも１
個は、好ましくは、縮合環構造、好ましくは、少なくとも１４個の芳香族環原子を有する
縮合環構造である。それらの好ましい例は、芳香族アントラセンアミン、芳香族アントラ
センジアミン、芳香族ピレンアミン、芳香族ピレンジアミン、芳香族クリセンアミンもし
くは芳香族クリセンジアミンである。芳香族アントラセンアミンは、１個のジアリールア
ミノ基が、アントラセン基に直接、好ましくは、9-位で結合する化合物の意味で使用され
る。芳香族アントラセンジアミンは、２個のジアリールアミノ基が、アントラセン基に直
接、好ましくは、2.6-位あるいは9.10-位で結合する化合物の意味で使用される。芳香族
ピレンアミン、ピレンジアミン、クリセンアミンおよびクリセンジアミンは、同様に定義
され、ここで、ジアリールアミノ基は、好ましくは、ピレンに、1位もしくは1.6-位で結
合する。
【０１０８】
　さらに好ましい蛍光エミッターは、たとえば、WO 2006/122630に記載されたインデノフ
ルオレンアミンもしくはインデノフルオレンジアミン、たとえば、WO 2008/006449に記載
されたベンゾインデノフルオレンアミンもしくはベンゾインデノフルオレンジアミン、お
よび、たとえば、WO 2007/140847に記載されたジベンゾインデノフルオレンアミンもしく
はジベンゾインデノフルオレンジアミンから選択される。
【０１０９】
　スチリルアミンの種からの化合物の例は、置換あるいは非置換トリスチルベンアミンま
たは、WO 2006/000388、WO 2006/058737、WO 2006/000389、WO 2007/065549およびWO 200
7/115610に記載されたドーパントである。ジスチリルベンゼンおよびジスチリルビフェニ
ル誘導体は、US 5121029に記載されている。さらなるスチリルアミンは、US 2007/012265
6 A1に見出すことができる。
【０１１０】
　特に好ましいスチリルアミン化合物は、US 7250532 B2に記載された式ＥＭ－１の化合
物とDE 10 2005 058557 A1に記載された式ＥＭ－２の化合物である。
【０１１１】



(28) JP 6695863 B2 2020.5.20

10

【化１８】

【０１１２】
　特に好ましいトリアリールアミン化合物は、CN 1583691 A、JP 08/053397 AおよびUS 6
251531 B1、EP1957606 A1、US 2008/0113101 A1、US2006/210830 A、WO2008/006449およ
びDE 102008035413に開示された式ＥＭ－３～ＥＭ－１５の化合物とその誘導体である。
【０１１３】
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【０１１４】
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【化１９－２】

【０１１５】
　蛍光エミッターとして用いることのできるさらに好ましい化合物は、ナフタレン、アン
トラセン、テトラセン、ベンズアントラセン、ベンズフェナントレン(DE 10 2009 005746
)、フルオレン、フルオランテン、ペリフランテン、インデノペリレン、フェナントレン
、ペリレン(US 2007/0252517A1)、ピレン、クリセン、デカクリセン、コロネン、テトラ
フェニルシクロペンタジエン、ペンタフェニルシクロペンタジエン、フルオレン、スピロ
フルオレン、ルブレン、クマリン(US 4769292、US 6020078、US 2007/0252517 A1)、ピラ
ン、オキサゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール、ベンズイミダゾール、ピラ
ジン、桂皮酸エステル、ジケトピロロピロール、アクリドンおよびキナクリドン(US 2007
/0252517 A1)の誘導体から選択される。
【０１１６】
　アントラセン化合物のうち、特に好ましいものは、たとえば、9,10-ジフェニルアント
ラセンおよび9,10-ビス(フェニルエチニル)アントラセン等の9,10-置換アントラセンであ
る。1,4-ビス(9’-エチニルアントラセニル)-ベンゼンも、好ましいドーパントである。
【０１１７】
　同様に好ましいのは、ルブレン、クマリン、ローダミン、たとえば、ＤＭＱＡ(=N,N’-
ジメチルキナクリドン)等のキナクリドン、たとえば、ＤＣＭ(=4-(ジシアノエチレン)-6-
(4-ジメチルアミノスチリル-2-メチル)-4H-ピラン)等のジシアノメチレンピラン、チオピ
ラン、ポリメチン、ピリリウムおよびチオピリリウム塩、ペリフラテセンおよびインデノ
ペリレンである。
【０１１８】
　青色蛍光エミッターは、好ましくは、たとえば、9,10-ジ(2-ナフチルアントラセン)等
のポリ芳香族化合物および他のアントラセン誘導体、テトラセン誘導体、キサンテン、た
とえば、2,5,8,11-テトラ-t-ブチルペリレン等のペリレン、フェニレン、たとえば、4,4
’-ビス(9-エチル-3-カルバゾビニレン)-1,1’-ビフェニル、フルオレン、フルオランテ
ン、アリールピレン(US 2006/0222886 A1)、アリールビニレン(US 5121029、US 5130603)
、ビス(アジニル)イミン-ボロン化合物（US 2007/0092753 A1）、ビス(アジニル)メセン



(31) JP 6695863 B2 2020.5.20

10

20

30

40

50

化合物およびカルボスチリル化合物等である。
【０１１９】
　さらに好ましい青色蛍光エミッターは、C.H. Chen et al.:「有機エレクトロルミネッ
センス材料の最近の開発」、Macro-mol. Symp. 125, (1997) 1-48および「分子状有機エ
レクトロルミネッセンス材料および素子の最近の進展」Mat. Sci. and Eng. R, 39 (2002
), 143-222に記載されている。
【０１２０】
　さらに好ましい青色蛍光エミッターは、DE 102008035413に開示された炭化水素である
。
【０１２１】
　燐光エミッターとして機能することができる好ましい化合物は、以下の例により示され
る。
【０１２２】
　燐光エミッターの例は、WO00/70655、WO01/41512 WO02/02714、WO02/15645、EP 119161
3、EP 1191612、EP 1191614およびWO 05/033244に示される。一般的に、燐光ＯＬＥＤの
ために先行技術にしたがって使用され、また、有機エレクトロルミネッセンス素子分野で
当業者に知られるすべての燐光錯体が適切であり、当業者は、進歩性を要することなく、
さらなる燐光錯体を使用することができる。
【０１２３】
　燐光金属錯体は、好ましくは、Ｉｒ、Ｒｕ、Ｐｄ、Ｐｔ、ＯｓもしくはＲｅを含む。
【０１２４】
　好ましいリガンドは、2-フェニルピリジン誘導体、7,8-ベンゾキノリン誘導体、2-(2-
チエニル)ピリジン誘導体、2-(1-ナフチル)ピリジン誘導体、1-フェニルイソキノリン誘
導体、3-フェニルイソキノリン誘導体もしくは2-フェニルキノリン誘導体である。これら
すべての化合物は、たとえば、フッ素、シアノおよび/またはトリフルオロメチル青色置
換基により置換されてよい。補助的リガンドは、好ましくは、アセチルアセトンもしくは
ピコリン酸である。
【０１２５】
　特に、式ＥＭ－１６の四座リガンドを有するＰｔもしくはＰｄ錯体が適切である。
【０１２６】
【化２０】

【０１２７】
　式ＥＭ－１６の化合物は、US 2007/0087219 A1に詳細に記載されており、ここで、開示
目的のために、上記式中の置換基と添え字の説明のために、参照がこの明細書になされる
。さらに、拡張環構造を有するＰｔ-ポルフィリン錯体(US 2009/0061681 A1)およびＩｒ
錯体、たとえば、2,3,7,8,12,13,17,18-オクタエチル-21H,23H-ポルフィリン-Ｐｔ(II)、
テトラフェニル-Ｐｔ（II)テトラベンゾポルフィリン(US 2009/0061681 A1)、シス-ビス(
2-フェニルピリジナート-N,C2’)Ｐｔ(II)、シス-ビス(2-(2’-チエニル)ピリジナート-N
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,C3’)Ｐｔ(II)、シス-ビス(2-(2’-チエニル)キノリナート-N,C5’)Ｐｔ(II)、(2-(4,6-
ジフルオロフェニル) ピリジナート-N,C2’)Ｐｔ(II)(アセチルアセトネート)もしくはト
リス(2-フェニルピリジナート-N,C2’)Ｉｒ(III)(=Ir(ppy)3、緑色)、ビス(2-フェニルピ
リジナート-N,C2)Ｉｒ(III)(アセチルアセトネート)(=Ｉｒ（ｐｐｙ）2 アセチルアセト
ネート、緑色、US 2001/0053462 A1、Baldo, Thompson et al. Nature 403, (2000), 750
-753)、ビス(1-フェニルイソキノリナート-N,C2’)(2-フェニルピリジナート-N,C2’)イ
リジウム(III)、ビス(2-フェニルピリジナート-N,C2’)(1-フェニルイソキノリナート-N,
C2’)イリジウム(III)、ビス(2-(2’-ベンゾチエニル) ピリジナート-N,C3’)イリジウム
(III)(アセチルアセトネート)、ビス(2-(4’,6’-ジフルオロフェニル) ピリジナート-N,
C2’)イリジウム(III)(ピコリナート)(ＦＩｒｐｉｃ、青色)、ビス(2-(4’,6’-ジフルオ
ロフェニル)ピリジナート-N,C2’)Ｉｒ(III)(テトラキス(1-ピラゾリル)ボレート)、トリ
ス(2-(ビフェニル-3-イル)-4-tert-ブチルピリジン)イリジウム (III)、（ｐｐｚ）２Ｉ
ｒ（５ｐｈｄｐｙｍ）(US 2009/0061681 A1)、（４５ｏｏｐｐｚ）２Ｉｒ（５ｐｈｄｐｙ
ｍ）(US 2009/0061681 A1)、2-フェニルピリジン-Ｉｒ誘導体、たとえば、ＰＱＩｒ(=イ
リジウム-(III)ビス(2-フェニルキノリル-N,C2’)アセチルアセトネート)、トリス(2-フ
ェニルイソキノリナート-N,C)Ｉｒ(III)(赤色)、ビス(2-(2’-ベンゾ[4,5-a]チエニル)ピ
リジナート-N,C3)-Ｉｒ(アセチルアセトネート)(［Ｂｔｐ２Ｉｒ（ａｃａｃ）］、赤色、
Adachi et al. Appl. Phys. Lett. 78 (2001), 1622-1624)等の錯体である。
【０１２８】
　同様に適切なものは、たとえば、Ｔｂ３＋およびＥｕ３＋(J. Kido et al. Appl. Phys
. Lett. 65 (1994), 2124, Kido et al. Chem. Lett. 657, 1990, US 2007/0252517 A1)
もしくは、マレオニトリルジチオレートを有するＰｔ（II)、Ｉｒ(I)、Ｒｈ(I)の燐光錯
体(Johnson et al., JACS 105, 1983, 1795)、Ｒｅ(I)トリカルボニル錯体(Wrighton, JA
CS 96, 1974, 998, inter alia)、Ｏｓ(II)錯体、シアノリガンドおよびビピリジルある
いはフェナントロリンリガンドを有する錯体(Ma et al., Synth. Metals 94, 1998, 245)
等の三価のランタノイド錯体である。
【０１２９】
　三座のリガンドを有するさらなる燐光エミッターは、US 6824895およびUS 10/729238に
記載されている。赤色発光燐光錯体は、US 6835469およびUS 6830828に見出される。
【０１３０】
　燐光ドーパントとして使用される、特に好ましい化合物は、特に、US 2001/0053462 A1
およびInorg. Chem. 2001, 40(7), 1704-1711, JACS 2001, 123(18), 4304-4312に記載さ
れた式ＥＭ－１７の化合物とその誘導体である。
【０１３１】
【化２１】

【０１３２】
　誘導体は、US 7378162 B2、US 6835469 B2およびJP 2003/253145 Aに記載されている。
【０１３３】
　さらに、US 7238437 B2、US 2009/008607 A1およびEP1348711に記載された式ＥＭ－１
８～ＥＭ－２１の化合物とその誘導体を、エミッターとして用いることができる。
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【０１３４】
【化２２】

【０１３５】
　量子ドットが、同様にエミッターとして用いることができ、これらの材料は、WO2011/0
76314A1に詳細に開示されている。
【０１３６】
　特に、発光化合物とともに、ホスト材料として用いられる化合物は、種々の物質の種か
らの材料を含む。
【０１３７】
　ホスト材料は、一般的に、用いられるエミッター材料よりも大きいＨＯＭＯおよびＬＵ
ＭＯ間のバンドギャップを有する。さらに、好ましいホスト材料は、正孔もしくは電子輸
送材料の何れかの特性を示す。さらに、ホスト材料は、電子および正孔輸送材料の両特性
を有することができる。
【０１３８】
　ホスト材料は、ある場合には、特に、ホスト材料が、ＯＬＥＤにおいて燐光エミッター
と組み合わせて用いられる場合には、マトリックス材料とも呼ばれる。
【０１３９】
　特に、蛍光ドーパントとともに用いられる、好ましいホスト材料またはコホスト材料は
、オリゴアリーレン（たとえば、EP 676461に記載されるとおりの2,2’,7,7’-テトラフ
ェニルスピロビフルオレンもしくはジナフチルアントラセン）、特に、たとえば、アント
ラセン、ベンゾアントラセン、ベンゾフェナントレン（たとえば、DE10200900574.6、WO 
2009/069566）、フェナントレン、テトラセン、コロネン、クリセン、フルオレン、スピ
ロビフルオレン、ペリレン、フタロペリレン、ナフタロペリレン、デカシクレン、ルブレ
ン等の縮合芳香族基を含むオリゴアリーレン、オリゴアリーレンビニレン（たとえば、Ｄ
ＰＶＢｉ= 4,4’-ビス(2,2-ジフェニルエテニル)-1,1’-ビフェニルもしくはEP 676461に
したがうスピロ-ＤＰＶＢｉ）、ポリポダル金属錯体（たとえば、WO 04/081017にしたが
う）、特に、8-ヒドロキシキノリンの金属錯体、たとえば、ＡｌＱ３(=アルミニウム(III
)トリス(8-ヒドロキシキノリン))もしくはビス(2-メチル-8-キノリノラート)-4-(フェニ
ルフェノリノラート) アルミニウムとイミダゾールキレートを有するもの(US 2007/00927
53 A1)およびキノリン-金属錯体、アミノキノリン-金属錯体、ベンゾキノリン-金属錯体
、正孔伝導化合物（たとえば、WO 2004/058911にしたがうもの）、電子伝導化合物、特に
、ケトン、ホスフィンオキシド、スルホキシド等（たとえば、WO 2005/084081およびWO 2
005/084082にしたがうもの）、アトロプ異性体（たとえば、WO 2006/048268にしたがうも
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の）、ボロン酸誘導体（たとえば、WO 2006/177052にしたがうもの）またはベンズアント
ラセン（たとえば、WO 2008/1452398にしたがうもの）の種から選択される。
【０１４０】
　ホスト材料またはコホスト材料として機能することができる特に好ましい化合物は、ア
ントラセン、ベンゾアントラセンおよび/またはピレンを含むオリゴアリーレンもしくは
これら化合物のアトロプ異性体の種から選ばれる。本発明の意味でのオリゴアリーレンは
、少なくとも三個のアリールもしくはアリーレン基が互いに結合する化合物の意味で使用
されることを意図している。
【０１４１】
　好ましいホスト材料は、特に、式（Ｈ－１）の化合物から選ばれる。
【０１４２】
【数１】

【０１４３】
ここで、Ａｒ４、Ａｒ５、Ａｒ６は、出現ごとに同一であるか異なり、随意に置換されて
よい５～３０個の芳香族環原子を含むアリールもしくはヘテロアリール基であり、ｐは、
１～５の範囲の整数であり、Ａｒ４、Ａｒ５およびＡｒ６中のΠ電子の合計は、ｐ＝１な
らば少なくとも３０であり、ｐ＝２ならば少なくとも３６であり、ｐ＝３ならば少なくと
も４２である。
【０１４４】
　式（Ｈ－１）の化合物において、基Ａｒ５は、特に好ましくは、アントラセンであり、
基Ａｒ４およびＡｒ６は、9-および10-位で結合し、これらの基は、随意に置換されてよ
い。非常に特に好ましいものは、基Ａｒ４および/またはＡｒ６が、1-あるいは2-ナフチ
ル、2-,3-あるいは9-フェナントレニルもしくは2-,3-,4-,5-,6-あるいは7-ベンズアント
ラセニリルから選ばれる縮合アリール基である。アントラセン系化合物は、US 2007/0092
753 A1およびUS 2007/0252517 A1に記載されており、たとえば、2-(4-メチルフェニル)-9
,10-ジ-(2-ナフチル)アントラセン、 9-(2-ナフチル)-10-(1,1’-ジフェニル)アントラセ
ンおよび9,10-ビス[4-(2,2-ジフェニルエテニル)フェニル]アントラセン、9,10-ジフェニ
ルアントラセン、9,10-ビス(フェニルエテニル)アントラセンおよび1,4-ビス(9’-エチニ
ルアントラセニル)ベンゼンである。好ましいものは、二個のアントラセン単位を含む化
合物(US 2008/0193796 A1)、たとえば、10,10’-ビス[1,1’,4’,1’’]テルフェニル-2-
イル-9,9’-ビスアントラセニルである。
【０１４５】
　さらに好ましい化合物は、アリールアミン、スチリルアミン、フルオレセイン、ジフェ
ニルブタジエン、テトラフェニルブタジエン、シクロペンタジエン、テトラフェニルシク
ロペンタジエン、ペンタフェニルシクロペンタジエン、クマリン、オキサジアゾール、ビ
スベンゾオキサゾリン、オキサゾール、ピリジン、ピラジン、イミン、ベンゾチアゾール
、ベンゾオキサゾール、ベンズイミダゾール(US 2007/0092753 A1)、たとえば、2,2’,2
’’-(1,3,5-フェニレン)トリス[1-フェニル-1H-ベンズイミダゾール]、アルダジン、ス
チルベン、スチリルアリーレン誘導体、たとえば、9,10-ビス[4-(2,2-ジフェニルエテニ
ル)フェニル] アントラセンおよびジスチリルアリーレン誘導体(US 5121029)、ジフェニ
ルエチレン、ビニルアントラセン、ジアミノカルバゾール、ピラン、チオピラン、ジケト
ピロロピロール、ポリメチン、桂皮酸エステルおよび蛍光染料である。
【０１４６】
　特に好ましいものは、アリールアミンおよびスチリルアミン誘導体、たとえば、ＴＮＢ
(=4,4’-ビス[N-(1-ナフチル)-N-(2-ナフチル)アミノ]ビフェニル)である。ＬｉＱもしく
はＡｌＱ３等の金属オキシノイド錯体は、コホストとして使用することができる。
【０１４７】
　マトリックスとしてオリゴアリーレンを有する好ましい化合物は、US 2003/0027016 A1
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、US 7326371 B2、US 2006/043858 A、WO 2007/114358、WO2008/145239、JP 3148176 B2
、EP 1009044、US 2004/018383、WO2005/061656 A1、EP 0681019B1、WO 2004/013073A1、
US 5077142、WO 2007/065678およびDE 102009005746に開示されており、ここで、特に好
ましい化合物は、式Ｈ－２～Ｈ－８により示される。
【０１４８】
【化２３】

【０１４９】
　さらに、ホストまたはマトリックスとして用いることのできる化合物は、燐光エミッタ
ーとともに用いられる材料を含む。これらの化合物は、ポリマー中で構造要素として用い
ることもでき、ＣＢＰ（N.N-ビスカルバゾリルビフェニル）、カルバゾール誘導体（たと
えば、WO 2005/039246、US2005/0069729、JP 2004/288381、EP1205527もしくはWO 2008/0
86851にしたがうもの）、アザカルバゾール（たとえば、EP1617710、EP1617711、EP17315
84、JP 2005/347160にしたがうもの）、ケトン（たとえば、WO2004/093207もしくはDE102
008033943にしたがうもの）、ホスフィンオキシド、スルホキシドおよびスルホン（たと
えば、WO 2005/003253にしたがうもの）、オリゴフェニレン、芳香族アミン(たとえば、U
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725にしたがうもの)、シラン(たとえば、WO2005/111172にしたがうもの)、9,9-ジアリー
ルフルオレン誘導体(たとえば、DE 102008017591にしたがうもの)、アザボロールもしく
はボロン酸エステル(たとえば、WO 2006/117052にしたがうもの)、トリアジン誘導体(た
とえば、DE 102008036982にしたがうもの)、インドロカルバゾール誘導体(たとえば、WO2
007/063754もしくはWO2008/056746にしたがうもの)、インデノカルバゾール誘導体(たと
えば、DE 102009023155およびDE 102009031021にしたがうもの)、ジアザホスホール誘導
体(たとえば、DE 102009022858にしたがうもの)、トリアゾール誘導体、オキサゾールお
よびオキサゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体、ピラゾリ
ン誘導体、ピラゾロン誘導体、ジスチリルピラジン誘導体、チオピランジオキシド誘導体
、フェニレンジアミン誘導体、芳香族三級アミン、スチリルアミン、アミノ置換カルコン
誘導体、インドール、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、芳香族ジ
メチリデン化合物、カルボジイミド誘導体、たとえば、トリアリールアミノフェノール
リガンドを含んでもよいＡｌＱ３(US 2007/0134514 A1)等の8-ヒドリシキノリン誘導体の
金属錯体、金属錯体/ポリシラン化合物およびチオフェン、ベンゾチオフェンおよびジベ
ンゾチオフェン誘導体を含む。
【０１５０】
　好ましいカルバゾール構造要素の例は、ｍＣＰ(=1,3-N,N-ジ-カルバゾリルベンゼン(=9
,9’-(1,3-フェニレン)ビス-9H-カルバゾール))（式Ｈ－９）、ＣＤＢＰ(=9,9’-(2,2’-
ジメチル[1,1’-ビフェニル]-4,4’-ジイル)ビス-9H-カルバゾール)、1,3-ビス(N,N’-ジ
カルバゾル)ベンゼン (=1,3-ビス(カルバゾル-9-イル)ベンゼン)、ＰＶＫ(ポリビニルカ
ルバゾール)、3,5-ジ(9H-カルバゾール-9-イル)ビフェニルおよびＣＭＴＴＰ（式Ｈ－１
０）である。特に好ましい化合物は、US2007/0128467 A1およびUS 2005/0249976 A1に開
示されている（式Ｈ－１１およびＨ－１３））。
【０１５１】
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【化２４】

【０１５２】
　好ましいテトラアリール-Ｓｉ化合物は、たとえば、US 2004/0209115、US 2004/020911
6、US 2007/0087219 A1とH. Gilman, E.A. Zuech, Chemistry & Industry (London, Unit
ed Kingdom), 1960, 120に開示されている。
【０１５３】
　特に好ましいテトラアリール-Ｓｉ化合物は、式Ｈ－１４～Ｈ－２１により説明される
。
【０１５４】
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【化２５】

【０１５５】
　燐光ドーパントのためのマトリックスの調製のための、群４からの特に好ましい化合物
は、特に、DE102009022858、DE 102009023155、EP 652273 B1、WO 2007/063754およびWO 
2008/056746に開示され、特に好ましい化合物は、式Ｈ－２２～Ｈ－２５により説明され
る。
【０１５６】
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【化２６】

【０１５７】
　本発明にしたがって用いることができ、ホスト材料として機能することができる機能性
化合物に関して、特別好ましいのは、少なくとも一つの窒素原子を含む物質である。これ
らは、好ましくは、芳香族アミン、トリアジン誘導体およびカルバゾール誘導体を含む。
このように、カルバゾール誘導体は、特に、驚くべき高い効率を示す。トリアジン誘導体
は、電子素子の予期せざる長い寿命をもたらす。
【０１５８】
　複数の相異なるマトリックス材料を混合物として、特に、少なくとも一つの電子伝導マ
トリックス材料と少なくとも一つの正孔伝導マトリックス材料とを用いることも好ましい
可能性がある。同様に好ましいものは、たとえば、WO2010/108579に記載されたような、
電荷輸送マトリックス材料と、あるとしても顕著な程度には電荷輸送には関与しない、電
気的に不活性なマトリックス材料との混合物の使用である。
【０１５９】
　一重項状態から三重項状態への遷移を改善し、エミッター特性を有する機能性化合物の
サポートに用いられ、これら化合物の燐光特性を改善する化合物を用いることもさらに可
能である。この目的のために適するものは、特に、カルバゾールおよび架橋カルバゾール
２量体単位であり、たとえば、WO 2004/070772 A2およびWO 2004/113468 A1に記載されて
いる。また、この目的のために適するものは、ケトン、ホスフィンオキシド、スルホキシ
ド、スルホン、シラン誘導体および類似化合物であり、たとえば、WO 2005/040302 A1に
記載されている。
【０１６０】
　ここで、n-ドーパントは、還元剤、すなわち、電子供与体の意味で使用される。n-ドー
パントの好ましい例は、Ｗ（ｈｐｐ）４とWO2005/086251 A2にしたがう他の電子リッチ金
属錯体、Ｐ=Ｎ化合物（たとえば、WO2012/175535 A1、WO2012/175219 A1）、ナフチレン
カルボジイミド（たとえば、WO2012/168358 A1）、フルオレン（たとえば、WO2012/03173
5 A1）、フリーラジカルとジラジカル（たとえば、EP1837926 A1、WO2007/107306 A1）、
ピリジン（たとえば、EP2452946 A1、EP2463927 A1）、N-ヘテロ環化合物（たとえば、WO
2009/000237 A1）およびアクリジンとフェナジン（たとえば、US2007/145355 A1）である



(40) JP 6695863 B2 2020.5.20

10

20

30

40

50

。
【０１６１】
　さらに、調合物は、機能性材料として、ワイドバンドギャップ材料を含んでよい。ワイ
ドバンドギャップ材料は、US 7,294,849の開示の意味での材料の意味で使用される。これ
らの系は、エレクトロルミネッセンス素子で特に有利な性能データを呈する。
【０１６２】
　ワイドバンドギャップ材料として用いられる化合物は、２．５ｅＶ以上、好ましくは、
３．０ｅＶ以上、特に好ましくは、３．５ｅＶ以上のバンドギャップを好ましくは有する
ことができる。バンドギャップは、特に、最高非占軌道（ＨＯＭＯ）と最低空軌道（ＬＵ
ＭＯ）のエネルギー準位により計算することができる。
【０１６３】
　さらに、調合物は、機能性材料として正孔ブロック材料（ＨＢＭ）を含んでよい。正孔
ブロック材料は、特に、この材料が、発光層もしくは正孔伝導層に隣接する層の形態で配
置される場合には、多層構造において正孔（正電荷）の伝達を妨げるか、最小化する材料
を示す。一般的に、正孔ブロック材料は、隣接層中の正孔輸送材料より低いＨＯＭＯ準位
を有する。正孔ブロック材料は、ＯＬＥＤにおいて、発光層と電子輸送層との間に配置さ
れることが多い。
【０１６４】
　原則として、任意の公知の正孔ブロック材料を用いることができる。本願の他の場所に
記載される他の正孔ブロック材料に加えて、有利な正孔ブロック材料は、たとえば、ビス
(2-メチル-8-キノリノラート)(4-フェニルフェノラート)アルミニウム(III)（ＢＡｌＱ）
等の金属錯体である（US2003/0068528）。ファク-トリス(1-フェニルピラゾラート-N,C2)
イリジウム(III)（Ｉｒ（ｐｐｚ）３）も、この目的のために同様に使用される（US2003/
0175553 A1）。たとえば、ＢＣＰ等のフェナントロリン誘導体、または、たとえば、ＴＭ
ＰＰ等のフタルイミドも同様に使用することができる。
【０１６５】
　さらに、有利な正孔ブロック材料は、WO00/70655 A2、WO01/41512およびWO01/93642 A1
に記載されている。
【０１６６】
　さらに、調合物は、機能性材料として電子ブロック材料（ＥＢＭ）を含んでよい。電子
ブロック材料は、特に、この材料が、発光層もしくは電子伝導層に隣接する層の形態で配
置される場合には、多層構造において電子の伝達を妨げるか、最小化する材料を示す。一
般的に、電子ブロック材料は、隣接層中の正孔輸送材料より高いＬＵＭＯ準位を有する。
【０１６７】
　原則として、任意の公知の電子ブロック材料を用いることができる。本願において他の
場所で説明されるその他電子ブロック材料に加えて、有利な電子ブロック材料は、たとえ
ば、Ｉｒ（ｐｐｚ）３等の金属錯体である（US2003-0175553）。
【０１６８】
　電子ブロック材料は、好ましくは、アミン、トリアリールアミンおよびその誘導体から
選択することができる。
【０１６９】
　さらに、調合物中で有機機能性材料として用いることができる機能性化合物は、それら
が低分子量化合物である場合には、３０００ｇ/mol以下、特に好ましくは、２０００ｇ/m
ol以下、特別に好ましくは、１０００g/mol以下の分子量を有する。
【０１７０】
　特に関心のあるものは、さらに、高いガラス転移温度により特徴付けられる機能性化合
物である。これに関連して、調合物中で有機機能性材料として用いることができる特に好
ましい機能性化合物は、ＤＩＮ５１００５にしたがって測定された７０℃以上の、好まし
くは、１００℃以上の、特に好ましくは、１２５℃以上の、特別に好ましくは、１５０℃
以上のガラス転移温度を有するものである。
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【０１７１】
　調合物は、有機機能性材料としてポリマーを含んでもよい。有機機能性材料として上記
記載される化合物は、比較的低分子量を有することが多く、ポリマーと混合されることも
できる。同様に、これらの化合物をポリマー中に共有結合的に組み込むこともできる。こ
れは、特に、臭素、沃素、塩素、ボロン酸もしくはボロン酸エステル等の反応性脱離基ま
たはオレフィンもしくはオキセタン等の反応性重合可能基により置換された化合物により
可能である。これらは、対応するオリゴマー、デンドリマーまたはポリマーの製造のため
のモノマーとしての使用することができる。ここで、オリゴマー化もしくはポリマー化は
、好ましくは、ハロゲン官能基もしくはボロン酸官能基または重合可能基によりなされる
。さらに、この種の基を介してポリマーを架橋することもできる。本発明による化合物と
ポリマーを、架橋もしくは非架橋層の形態で用いることができる。
【０１７２】
　有機機能性材料として用いることができるポリマーは、とりわけ、WO 02/077060 A1に
、WO 2005/014689 A2に、およびWO2011/076314A1に広範に挙げられ、開示された上記記載
された化合物の文脈で説明された単位もしくは構造要素を含む。これらは、参照により、
本願に組み込まれる。機能性材料は、たとえば以下のクラスから由来することができる：
　群１：正孔注入および/または正孔輸送特性を生成することができる構造要素；
　群２：電子注入および/または電子輸送特性を生成することができる構造要素；
　群３：群１および群２に関連して記載される特性を組み合わせた構造要素；
　群４：発光特性、特に、燐光基を有する構造要素；
　群５：いわゆる一重項状態から三重項状態への遷移を改善する構造要素；
　群６：得られたポリマーのモルホロジーまた発光色に作用する構造要素；
　群７：典型的には骨組として使用される構造要素。
【０１７３】
　ここで、構造要素は、種々の機能を含んでもよく、明確な割り当ては有利ではない。た
とえば、群１からの構造要素は、同様に骨組として機能してよい。
【０１７４】
　群１からの構造要素を含む、有機機能性材料として用いられる正孔輸送または正孔注入
特性を有するポリマーは、好ましくは、上記記載の正孔輸送または正孔注入材料に対応す
るを含んでもよい。
【０１７５】
　群１からのさらなる好ましい構造要素は、たとえば、トリアリールアミン、ベンジジン
、テトラアリール-パラ-フェニレンジアミン、カルバゾール、アズレン、チオフェン、ピ
ロールおよびフラン誘導体と、高ＨＯＭＯを有するさらなるＯ-、Ｓ-もしくはＮ-含有へ
テロ環である。これらのアリールアミンおよびヘテロ環は、好ましくは、－５．８ｅＶ（
真空レベルに対して）より大な、特に好ましくは、－５．５ｅＶより大なＨＯＭＯを有す
る。
【０１７６】
　好ましいのは、特に、以下の式ＨＴＰ－１の反復単位の少なくとも一つを含む正孔輸送
または正孔注入特性を有するポリマーであり：
【０１７７】
【化２７】

【０１７８】
式中、記号は、以下の意味を有する：
　Ａｒ１は、各場合に、相異なる反復単位に対して、同一であるか異なり、単結合または
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随意に置換されてよいモノ-あるいはポリ環式のアリール基であり；
　Ａｒ２は、各場合に、相異なる反復単位に対して、同一であるか異なり、随意に置換さ
れてよいモノ-あるいはポリ環式のアリール基であり；
　Ａｒ３は、各場合に、相異なる反復単位に対して、同一であるか異なり、随意に置換さ
れてよいモノ-あるいはポリ環式のアリール基であり；
　ｍは、１，２または３である。
【０１７９】
　特に好ましいのは、式ＨＴＰ－１Ａ～ＨＴＰ－１Ｃの単位より成る群から選択される式
ＨＴＰ－１の反復単位であり：
【０１８０】
【化２８】

【０１８１】
式中、記号は、以下の意味を有する：
　Ｒａは、出現毎に同一であるか異なり、Ｈ、置換もしくは非置換芳香族または複素環式
芳香族基、アルキル、シクロアルキル、アルコキシ、アラルキル、アリールオキシ、アリ
ールチオ、アルコキシカルボニル、シリルもしくはカルボキシル基、ハロゲン原子、シア
ノ基、ニトロ基もしくはヒドロキシ基であり；
　ｒは、０、１、２、３または４であり、および
　ｓは、０、１、２、３、４または５である。
【０１８２】
　好ましいのは、特に、少なくとも一つの以下の式ＨＴＰ－２の反復単位を含む正孔輸送
または正孔注入特性を有するポリマーであり：
【０１８３】
【数２】
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【０１８４】
式中、記号は、以下の意味を有する：
　Ｔ１およびＴ２は、チオフェン、セレノフェン、チエノ[2,3-b]チオフェン、チエノ[3,
2-b]チオフェン、ジチエノチオフェン、ピロールおよびアニリンから選択され、ここで、
これらの基は１以上のＲｂにより置換されてよく；
　Ｒｂは、ハロゲン、-ＣＮ、-ＮＣ、-ＮＣＯ、-ＮＣＳ、-ＯＣＮ、-ＳＣＮ、-Ｃ（=Ｏ）
ＮＲ０Ｒ００、-Ｃ（=Ｏ）Ｘ、-Ｃ（=Ｏ）Ｒ０、ＮＨ２、-ＮＲ０Ｒ００、-ＳＨ、-ＳＲ
０、-ＳＯ３Ｈ、-ＳＯ２Ｒ０、-ＯＨ、-ＮＯ２、-ＣＦ３、-ＳＦ３、随意に置換されてよ
く、１以上のヘテロ原子を随意に含んでよい１～４０個の炭素原子を有する随意に置換さ
れたシリル、カルビルもしくはヒドロカルビル基から出現毎に独立して選ばれ；
　Ｒ０およびＲ００は、夫々独立して、Ｈ、随意に置換されてよく、１以上のヘテロ原子
を随意に含んでよい１～４０個の炭素原子を有する随意に置換されたカルビルもしくはヒ
ドロカルビル基である。
【０１８５】
　Ａｒ７およびＡｒ８は、互いに独立して、随意に置換されてよく、隣接するチオフェン
もしくはセレノフェン基の一つもしくは両方の2,3-位で随意に結合してよいモノ-あるい
はポリ環式のアリールもしくはヘテロアリール基であり；
　ｃおよびｅは、互いに独立して、０、１、２、３または４であり、ここで、1＜ｃ＋ｅ
≦６であり；
　ｄおよびｆは、互いに独立して、０、１、２、３または４である。
【０１８６】
　正孔輸送または正孔注入特性を有するポリマーの好ましい例は、特に、WO 2007/131582
 A1およびWO 2008/009343 A1に記載されている。
【０１８７】
　群２からの構造要素を含む有機機能性材料として用いられる電子注入および/または電
子輸送特性を有するポリマーは、好ましくは、上記電子注入および/または電子輸送材料
に対応する単位を含んでよい。
【０１８８】
　電子注入および/または電子輸送特性を有するさらに好ましい群２の構造要素は、たと
えば、ピリジン、ピリミジン、ピリダジン、ピラジン、オキサジアゾール、キノリン、キ
ノキサリンおよびフェナジン基のみならずトリアリールボラン基または低ＬＵＭＯ準位を
有するさらなるＯ-、Ｓ-もしくはＮ-含有へテロ環である。これらの群２の構造要素は、
好ましくは、－２．７ｅＶ（真空レベルに対して）未満の、特に好ましくは、－２．８ｅ
Ｖ未満のＬＵＭＯを生じる。
【０１８９】
　有機機能性材料は、好ましくは、群３からの構造要素を含むポリマーであることができ
、ここで、正孔および電子移動性を改善する構造要素（すなわち、群１および２からの構
造要素）は、互いに直接結合している。ここで、これら構造要素の幾つかは、エミッター
として役立つことができ、発光色を緑色、黄色もしくは赤色にシフトすることができる。
それゆえ、それらの使用は、たとえば、元来が青色発光するポリマーによる他の発光色も
しくは広帯域発光の生成のために有利である。
【０１９０】
　群４からの構造要素を含む有機機能性材料として用いられる発光特性を有するポリマー
は、好ましくは、上記エミッター材料に対応する単位を含んでよい。ここで、好ましいも
のは、燐光基、特に、８～１０属の元素（Ｒｕ、Ｏｓ、Ｒｈ、Ｉｒ、Ｐｄ、Ｐｔ）を含む
対応する反復単位を含む上記発光金属錯体である。
【０１９１】
　いわゆる一重項状態から三重項状態への遷移を改善する群５の単位を含む有機機能性材
料として用いられるポリマーは、好ましくは、燐光化合物のサポートに用いられることが
でき、好ましくは、上記群４の構造要素を含むポリマーである。ここで、ポリマー状三重
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【０１９２】
　この目的のために適するものは、特に、カルバゾールおよび連結カルバゾール２量体単
位であり、たとえば、DE 10304819 A1およびDE 10328627 A1に記載されている。また、こ
の目的のために適するものは、ケトン、ホスフィンオキシド、スルホキシド、スルホン、
シラン誘導体および類似化合物であり、たとえば、DE 10349033 A1に記載されている。さ
らに、好ましい構造単位は、燐光化合物と一緒に用いられるマトリックス材料と関連して
上記記載された化合物に由来することができる。
【０１９３】
　さらなる有機機能性材料は、好ましくは、ポリマーのモルホロジーおよび/または発光
色に作用する群６の単位を含むポリマーである。上記言及されたポリマーに加えて、これ
らは、上記基に数えられない、少なくとも１つのさらなる芳香族もしくは別の共役構造を
有するものである。したがって、これらの基は、電荷担持移動性、非有機金属錯体、また
は一重項－三重項遷移に対して効果が少ししかないか、全くない。
【０１９４】
　この型の構造単位は、得られたポリマーのモルホロジーおよび/または発光色に作用す
ることができる。したがって、構造単位に応じて、これらのポリマーは、エミッターとし
て使用することもできる。
【０１９５】
　したがって、蛍光ＯＬＥＤの場合に、好ましいものは、６～４０個のＣ原子を有する芳
香族構造要素またはトラン、スチルベンもしくはビスチリルアリーレン誘導体であり、夫
々は１以上の基により置換されていてもよい。ここで特に好ましいものは、1,4-フェニレ
ン、1,4-ナフチレン、1,4-あるいは9,10-アントリレン、1,6-、2,7-あるいは4,9-ピレニ
レン、4,4’-ビフェニリレン、4,4”-テルフェニリレン、4,4’-ビ-1,1’-ナフチリレン
、4,4’-トラニレン、4,4’-スチルベニレン、4,4”-ビススチリルアリーレン誘導体であ
る。
【０１９６】
　有機機能性材料として用いられるポリマーは、好ましくは、群７の単位を含み、好まし
くは、骨格として使用されることが多い６～４０個のＣ原子を有する芳香族構造を含む。
【０１９７】
　これらは、特に、4,5-ジヒドロピレン誘導体、4,5,9,10-テトラヒドロピレン誘導体、
たとえば、US5962631、WO2006/052457 A2およびWO2006/118345 A1に開示されたフルオレ
ン誘導体、たとえば、WO2003/020790 A1に開示された9,9’-スピロビフルオレン誘導体、
たとえば、WO2005/104264 A1に開示されたフェナントレン誘導体、たとえばWO 2005/0146
89 A2に開示された9,10-ジヒドロフェナントレン誘導体、たとえば、WO 2004/041901 A1
およびWO 2004/113412 A2に開示された5,7-ジヒドロジベンゾオキセピン誘導体およびシ
ス-およびトランス-インデノフルオレン誘導体、たとえば、WO2006/063852 A1に開示され
たビナフチレン誘導体、および、たとえば、WO 2005/056633 A1、EP 1344788 A1、WO 200
7/043495 A1、WO2005/033174 A1、WO 2003/099901 A1およびDE 102006003710に開示され
たさらなる単位である。
【０１９８】
　特に好ましいのは、US5962631、WO2006/052457 A2およびWO2006/118345 A1に開示され
たフルオレン誘導体、たとえば、WO2003/020790 A1に開示されたスピロビフルオレン誘導
体、たとえば、WO2005/056633 A1、EP1344788 A1およびWO2007/043495 A1に開示されたベ
ンゾフルオレン、ジベンゾフルオレン、ベンゾチオフェンおよびジベンゾフルオレン基と
それらの誘導体から選ばれる群７の構造単位である。
【０１９９】
　群７の特別好ましい構造要素は、一般式ＰＢ－１により表され：
【０２００】
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【０２０１】
式中、記号と添え字は、以下の意味を有する：
　Ａ、ＢおよびＢ'は、夫々、相異なる反復単位に対して、同一であるか異なり、好まし
くは、-ＣＲｃＲｄ-、-ＮＲｃ-、-ＰＲｃ-、-Ｏ-、-Ｓ-、-ＳＯ-、-ＳＯ２-、-ＣＯ-、-
ＣＳ-、-ＣＳｅ-、-Ｐ（=Ｏ）Ｒｃ-、-Ｐ（=Ｓ）Ｒｃ-および-ＳｉＲｃＲｄ-から選ばれ
る２価基であり；
　ＲｃおよびＲｄは、出現毎に同一であるか異なり、Ｈ、ハロゲン、-ＣＮ、-ＮＣ、-Ｎ
ＣＯ、-ＮＣＳ、-ＯＣＮ、-ＳＣＮ、-Ｃ（=Ｏ）ＮＲ０Ｒ００、-Ｃ（=Ｏ）Ｘ、-Ｃ（=Ｏ
）Ｒ０、ＮＨ２、-ＮＲ０Ｒ００、-ＳＨ、-ＳＲ０、-ＳＯ３Ｈ、-ＳＯ２Ｒ０、-ＯＨ、-
ＮＯ２、-ＣＦ３、-ＳＦ３、随意に置換されてよく、１以上のヘテロ原子を含んでよい１
～４０個の炭素原子を有する随意に置換されたシリル、カルビルもしくはヒドロカビル基
であり；ここで、基ＲｃおよびＲｄは、それらが結合するフルオレン基と共にスピロ基を
随意に形成してよく；
　Ｘは、ハロゲンであり；
　Ｒ０およびＲ００は、夫々、独立して、Ｈ、随意に置換されてよく、１以上のヘテロ原
子を含んでよい１～４０個の炭素原子を有する随意に置換されたカルビルもしくはヒドロ
カビル基であり；
　ｇは、各場合に、独立して、０または１であり、ｈは、各場合に、独立して、０または
１であり、ここで、副単位中のｇとｈの合計は、好ましくは、１であり；
　ｍは、１以上の整数であり；
　Ａｒ１およびＡｒ２は、互いに独立して、随意に置換されてよく、インデノフルオレン
基の7,8-位もしくは8,9-位で随意に結合してよいモノ環式-あるいはポリ環式のアリール
もしくはヘテロアリール基であり；
　ａおよびｂは、互いに独立して、０または１である。
【０２０２】
　ＲｃおよびＲｄが、これらの基が結合するフルオレン基と共にスピロ基を形成する場合
には、この基は、好ましくは、スピロビフルオレンである。
【０２０３】
　特に好ましいのは、式ＰＢ－１Ａ～ＰＢ－１Ｅの単位より成る群から選ばれる式ＰＢ－
１の反復単位であり：
【０２０４】
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【化３０】

【０２０５】
式中、Ｒｃは、式ＰＢ－１に対する上記記載される意味を有し、ｒは、０、１、２、３ま
たは４であり、およびＲｅは、基Ｒｃと同じ意味を有する。
【０２０６】
　Ｒｅは、出現毎に同一であるか異なり、-Ｆ、-Ｃｌ、-Ｂｒ、-Ｉ、ＣＮ、-ＮＯ２、-Ｎ
ＣＯ、-ＮＣＳ、-ＯＣＮ、-ＳＣＮ、-Ｃ（=Ｏ）ＮＲ０Ｒ００、-Ｃ（=Ｏ）Ｘ、-Ｃ（=Ｏ
）Ｒ０、-ＮＲ０Ｒ００、随意に置換されてよいシリル-または４～４０個の、好ましくは
、６～２０個のＣ原子を有するアリール-もしくはヘテロアリール-基または１～２０個の
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、好ましくは、１～１２個のＣ原子を有する直鎖、分岐もしくは環式アルキル、アルコキ
シ、アルキルカルボニル、アルコキシカルボニル、アルキルカルボニルオキシもしくはア
ルコキシカルボニルオキシ基であり、ここで、１以上の水素原子は、随意にＦもしくはＣ
ｌで置換されてよく、および基Ｒ０、Ｒ００およびＸは、式ＰＢ－１に対する上記記載さ
れる意味を有する。
【０２０７】
　特に好ましいのは、式ＰＢ－１Ｆ～ＰＢ－１ｌの単位より成る群から選ばれる、式ＰＢ
－１の反復単位であり：
【０２０８】
【化３１】

【０２０９】
式中、記号は、以下の意味を有する：
　Ｌは、Ｈ、ハロゲンまたは随意にフッ素化された１～１２個のＣ原子を有する直鎖もし
くは分岐アルキルもしくはアルコキシ基であり、好ましくは、Ｈ、Ｆ、メチル、i-プロピ
ル、t-ブチル、n-ペントキシまたはトリフルオロメチルであり、および、
　Ｌ'は、は随意にフッ素化された１～１２個のＣ原子を有する直鎖もしくは分岐アルキ
ルもしくはアルコキシ基であり、好ましくは、n-オクチルまたはn-オクチルオキシである
。
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【０２１０】
　本発明を実行するためには、好ましいのは、１以上の上記記載の群１乃至７の構造要素
を含むポリマーである。さらに、ポリマーは、好ましくは、上記１つの群からの１以上の
構造要素を含むこと、すなわち、１つの群から選ばれる構造要素の混合物を含むことが規
定されてよい。
【０２１１】
　特に好ましいのは、発光特性を有する、好ましくは、少なくとも一つの燐光基を有する
少なくとも一つの構造要素（群４）に加えて、追加的に少なくとも一つのさらなる上記群
１～３、５または６の構造要素を含み、これらは、好ましくは、群１～３から選ばれる。
【０２１２】
　ポリマー中に存在するならば、種々の基のクラスの割合は、広い範囲であることができ
、これらは、当業者に知られている。各場合に上記群１～７のからの構造要素から選ばれ
る、ポリマー中に存在する一つのクラスの割合が、好ましくは、各場合に５モル％以上、
特に好ましくは、各場合に１０モル％以上である場合に、驚くべき優位性を実現すること
ができる。
【０２１３】
　白色発光コポリマーの調製は、特に、DE10343606 A1に詳細に記載されている。
【０２１４】
　溶解性を改善するために、ポリマーは、対応する基を含んでよい。好ましくは、ポリマ
ーは、置換基を含み、その結果、平均して少なくとも２個の非芳香族炭素原子、特に好ま
しくは、少なくとも４個の、特別に好ましくは、少なくとも８個の非芳香族炭素原子が、
反復単位毎に存在し、ここで、平均は数平均である。ここで、個々の炭素原子は、たとえ
ば、ＯまたはＳにより置き代えられてよい。しかしながら、ある割合の、随意に全ての反
復単位が、非芳香族炭素原子を含む置換基を含まないことも可能である。ここで、長鎖置
換基は、有機機能性材料を使用して得ることができる層に弊害を有し得ることから、短鎖
置換基が好ましい。置換基は、好ましくは、多くとも１２個の炭素原子、好ましくは、多
くとも８個の炭素原子、特に好ましくは、多くとも６個の炭素原子を、直鎖中に含む。
【０２１５】
　本発明にしたがって、有機機能性材料として用いられるポリマーは、ランダム、交互も
しくはレジオ規則性コポリマー、ブロックコポリマーまたはこれらのコポリマーの組み合
わせを生成する。
【０２１６】
　さらなる１態様では、有機機能性材料として用いられるポリマーは、側鎖を有する非共
役ポリマーであることができ、この態様は、ポリマー系燐光ＯＬＥＤに対して、特に、重
要である。一般的に、燐光ポリマーは、ビニル化合物のフリーラジカル共重合により得る
ことができ、ここで、これらのビニル化合物は、特に、US 7250226 B2に記載されたとお
り、燐光エミッターを有する少なくとも一つの単位および/または少なくとも一つの電荷
輸送単位を含む。さらなる燐光ポリマーは、特に、JP2007/211243 A2、JP2007/197574 A2
、US7250226 B2およびJP2007/059939 Aに開示されている。
【０２１７】
　さらに好ましい１態様では、非共役ポリマーは、スペーサー単位により互いに連結され
た骨格単位を含む。骨格単位系非共役ポリマーを基礎とするこのような三重項エミッター
の例は、たとえば、DE 102009023154に開示されている。
【０２１８】
　さらに好ましい１態様では、非共役ポリマーは、燐光エミッターとして設計することが
できる。側鎖を有する非共役ポリマーを基礎とする好ましい蛍光エミッターは、側鎖に、
アントラセンもしくはベンズアントラセンまたはこれらの基の誘導体を含み、これらのポ
リマーは、たとえば、JP2005/108556、JP2005/285661およびJP2003/338375に開示されて
いる。
【０２１９】
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　これらのポリマーは、電子もしくは正孔輸送材料としてしばしば用いることができ、こ
れらのポリマーは、好ましくは、非共役ポリマーとして設計される。
【０２２０】
　さらに、調合物中で有機機能性材料として用いられる機能性化合物は、ポリマー化合物
の場合には、好ましくは、１０，０００ｇ/mol以上、特に好ましくは、２０，０００ｇ/m
ol以上、特別に好ましくは、５０，０００ｇ/mol以上の分子量Ｍｗを有する。
【０２２１】
　ここで、ポリマーの分子量Ｍｗは、１０，０００～２，０００，０００g/molの範囲の
、特に好ましくは２０，０００～１，０００，０００g/molの範囲の、非常に特に好まし
くは、５０，０００～３００，０００g g/molの範囲の分子量を有する。分子量Ｍｗは、
内部ポリスチレン標準に対するＧＰＣ（＝ゲル透過クロマトグラフィ）により測定される
。
【０２２２】
　機能性化合物の説明に対して引用された上記公開文献は、開示目的のために参照として
本願に組み込まれる。
【０２２３】
　本発明による調合物は、電子素子の各機能層の製造のために必要である全ての有機機能
性材料を含んでよい。たとえば、正孔輸送、正孔注入、電子輸送もしくは電子注入層が、
一つの機能性化合物から構築される場合には、調合物は、有機機能性材料として正にこの
化合物を含む。本願の他の場所でより詳細に説明されるとおり、発光層が、たとえば、マ
トリックスもしくはホスト材料と組み合わせてエミッターを含む場合には、調合物は、有
機機能性材料としてエミッターおよびマトリックスもしくはホストの混合物を正に含む。
【０２２４】
　調合物中で電子素子の機能層の製造のために用いることができる有機機能性材料の割合
は、好ましくは、調合物の合計重量を基礎として、好ましくは、０．１～２０重量％の範
囲、特に好ましくは、０．３～１０重量％の範囲、特別に好ましくは、０．５～５重量％
の範囲である。
【０２２５】
　前記成分に加えて、本発明による調合物は、さらなる添加物と加工補助剤を含んでもよ
い。これらは、特に、表面活性物質、界面活性剤、潤滑剤とグリース、伝導性増加剤、分
散剤、疎水化剤、接着促進剤、流動性改善剤、泡止め剤、脱気剤、反応性もしくは非反応
性であってよい希釈剤、充填剤、補助剤、加工助剤、染料、顔料、安定化剤、感光剤、ナ
ノ粒子および抑制剤を含む。
【０２２６】
　本発明の特別な１態様では、調合物は、式（１）または（２）の化合物とは異なる溶媒
を含んでよい。これらの溶媒は、式（１）または（２）の化合物と一緒に補助溶媒として
用いることもできる。
【０２２７】
　適切な溶媒は、好ましくは、特に、ケトン、エステル、アミド、硫黄化合物、ニトロ化
合物、ハロゲン化炭化水素および炭化水素を含む。
【０２２８】
　芳香族もしくは複素環式炭化水素、ジ-Ｃ１－２-アルキルホルムアミドおよび塩素化炭
化水素が、好ましい有機溶媒である。
【０２２９】
　特に好ましい有機溶媒は、たとえば、1,2,3,4-テトラメチルベンゼン、1,2,3,5-テトラ
メチルベンゼン、1,2,3-トリメチルベンゼン、1,2,4,5-テトラメチルベンゼン、1,2,4-ト
リクロロベンゼン、1,2,4-トリメチルベンゼン、1,2-ジヒドロナフタレン、1,2-ジメチル
ナフタレン、1,3-ベンゾジオキサン、1,3-ジイソプロピルベンゼン、1,3-ジメチルナフタ
レン、1,4-ベンゾジオキサン、1,4-ジイソプロピルベンゼン、1,4-ジメチルナフタレン、
1,5-ジメチルテトラリン、1-ベンゾチオフェン、チアナフタレン、1-ブロモナフタレン、
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1-クロロメチルナフタレン、1-エチルナフタレン、1-メトキシナフタレン、1-メチルナフ
タレン、1-メチルインドール、2,3-ベンゾフラン、2,3-ジヒドロベンゾフラン、2,3-ジメ
チルアニソール、2,4-ジメチルアニソール、2,5-ジメチルアニソール、2,6-ジメチルアニ
ソール、2,6-ジメチルナフタレン、2-ブロモ3-ブロモメチルナフタレン、2-ブロモメチル
ナフタレン、2-ブロモナフタレン、2-エトキシナフタレン、2-エチルナフタレン、2-イソ
プロピルアニソール、2-メチルアニソール、2-メチルインドール、3,4-ジメチルアニソー
ル、3,5-ジメチルアニソール、3-ブロモキノリン、3-メチルアニソール、4-メチルアニソ
ール、5-デカノリド、5-メトキシインダン、5-メトキシインドール、5-tert-ブチル-m-キ
シレン、6-メチルキノリン、8-メチルキノリン、アセトフェノン、アニソール、ベンゾニ
トリル、ベンゾチアゾール、ベンジルアセテート、ブロモベンゼン、ブチルベンゾエート
、ブチルフェニルエーテル、シクロヘキシルベンゼン、デカヒドロナフトール、ジメトキ
シトルエン、ジフェニルエーテル、プロピオフェノン、エチルベンゼン、エチルベンゾエ
ート、Y-テルピン、ヘキシルベンゼン、インダン、インデン、イソクロマン、クメン、m-
シメン、メシチレン、メチルベンゾエート、o-,m-,p-キシレン、プロピルベンゾエート、
プロピルベンゼン、o-ジクロロベンゼン、ペンチルベンゼン、フェネトール、エトキシベ
ンゼン、フェニルアセテート、p-シメン、プロピオフェノン、sec-ブチルベンゼン、t-ブ
チルベンゼン、チオフェン、トルエン、ベラトール、モノクロロベンゼン、o-ジクロロベ
ンゼン、ピリジン、ピラジン、ピリミジン、ピロリドン、モルホリン、ジメチルアセトア
ミド、ジメチルスルホキシド、デカリンおよび/またはこれら化合物の混合物である。
【０２３０】
　溶媒は、個々にまたは２、３以上の化合物の混合物として用いることができる。
【０２３１】
　本発明は、さらに、式（１）または（２）の１つの化合物と電子素子の機能層の製造の
ために用いることができる有機機能性材料とを混合することによる、本発明による調合物
の製造方法に関する。
【０２３２】
　本発明にしたがう調合物は、有機機能性材料が、ＯＬＥＤ等の電子もしくは光電子素子
の製造のために必要とされるような層中に存在する層もしくは多層構造の製造のために用
いることができる。
【０２３３】
　本発明の調合物は、好ましくは、基板上の機能性層の形成または基板へ適用された層の
１つの形成のために用いることができる。
【０２３４】
　本発明は、同様に、本発明による調合物が基板に適用され、乾燥される電子素子の製造
方法に関する。
【０２３５】
　機能性層は、基板上に、または基板上に適用された層の１つに、たとえば、フラッドコ
ーティング、ディプコーティング、スピンコーティング、スクリーン印刷、レリーフ印刷
、グラビア印刷、ロータリー印刷、ローラーコーティング、フレキソグラフィック印刷、
オフセット印刷もしくはノズル印刷、好ましくは、インンクジェット印刷により製造する
ことができる。
【０２３６】
　基板上に、または既に基板上に適用された機能性層への本発明による調合物の適用後、
上記連続相から溶媒を除去するために、乾燥工程を実施することができる。乾燥は、好ま
しくは、泡形成を回避し、均一な被覆を得るために、比較的低温度で比較的長期間に亘っ
て実行することができる。乾燥は、好ましくは、８０～３００℃、特に好ましくは、１５
０～２５０℃、特別に好ましくは、１８０～２００℃の温度範囲で実行することができる
。ここで、乾燥は、好ましくは、１０－６ｍｂａｒ～２ｂａｒの範囲、特に好ましくは、
１０－２ｍｂａｒ～１ｂａｒの範囲、特別好ましくは、１０－１ｍｂａｒ～１００ｍｂａ
ｒの範囲で実行することができる。乾燥期間は、実現されるべき乾燥度に依存し、少量の
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水を比較的高温度で随意に除去することができ、焼成と組み合わせて実行することができ
る。
【０２３７】
　プロセスは、異なるか同一の機能層の形成と共に、何度も繰り返されることがさらに規
定されてよい。ここで、形成された機能層の架橋を、その分解を妨げるために、たとえば
、EP0637899A1に開示されたとおりに、行うことができる。
【０２３８】
　本発明は、さらに電子素子の製造方法により得ることのできる電子素子にも関する。
【０２３９】
　本発明は、さらに、少なくとも一つの有機機能性材料と式（１）または（２）の構造を
有する少なくとも一つの芳香族化合物とを含む少なくとも一つの機能層を有する電子素子
にも関する。
【０２４０】
　電子素子は、アノード、カソードとその間の少なくとも一つの機能層を含む素子の意味
で使用され、この機能層は、少なくとも一つの有機もしくは有機金属化合物を含む。
【０２４１】
　有機電子素子は、好ましくは、有機エレクトロルミネッセンス素子（ＯＬＥＤ）、ポリ
マーエレクトロルミネッセンス素子（ＰＬＥＤ）、有機集積回路（Ｏ-ＩＣ）、有機電界
効果トランジスタ（Ｏ-ＦＥＴ）、有機薄膜トランジスタ（Ｏ-ＴＦＴ）、有機発光トラン
ジスタ（Ｏ-ＬＥＴ）、有機太陽セル（Ｏ-ＳＣ）、有機光検査素子、有機光受容器、有機
電場消光素子（Ｏ-ＦＱＤ）、有機電気センサー、発光電子化学セル（ＬＥＣ）または有
機レーザーダイオード（Ｏ-ｌａｓｅｒ）である。
【０２４２】
　活性成分は、一般的にアノードとカソードとの間に導入される有機もしくは無機材料で
あり、ここで、これらの活性成分は、電子素子の特性、たとえば、性能および/またはそ
の寿命を発揮し、維持しおよび/または改善し、たとえば、電荷注入、電荷輸送もしくは
電荷ブロック材料であるが、特に、発光材料とマトリックス材料である。したがって、電
子素子の機能層の製造のために用いることができる有機機能性材料は、好ましくは、電子
素子の活性成分を含む。
【０２４３】
　有機エレクトロルミネッセンス素子は、本発明の好ましい１態様である。有機エレクト
ロルミネッセンス素子は、カソード、アノードと少なくとも一つの発光層を含む。
【０２４４】
　マトリックスと一緒に２以上の三重項エミッターの混合物を用いることがさらに好まし
い。ここで、より短波長の発光スペクトルを有する三重項エミッターは、より長波長の発
光スペクトルを有する三重項エミッターのためのコマトリックスとして機能する。
【０２４５】
　この場合に、発光層中のマトリックス材料の割合は、蛍光発光層に対して、好ましくは
、５０～９９．９体積％の間、特に好ましくは、８０～９９．５体積％の間、特別好まし
くは、９２～９９．５体積％の間であり、燐光発光層に対して、８５～９７体積％の間で
ある。
【０２４６】
　対応して、ドーパントの割合は、蛍光発光層に対して、好ましくは、０．１～５０体積
％の間、特に好ましくは、０．５～２０体積％の間、特別好ましくは、０．５～８体積％
の間であり、燐光発光層に対して、３～１５体積％の間である。
【０２４７】
　有機エレクトロルミネッセンス素子の発光層は、また、複数のマトリックス材料（混合
マトリックス系）および/または複数のドーパントを含んでもよい。この場合にも、ドー
パントは、一般的に系中でのその割合がより少ない材料であり、マトリックス材料は、系
中のその割合がより多い材料である。しかしながら、個々の場合では、系中の個々のマト
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リックス材料の割合は、個々のドーパントの割合より少なくてよい。
【０２４８】
　混合マトリックス系は、好ましくは、２または３種の異なるマトリックス材料、特に好
ましくは、２種の異なるマトリックス材料を含む。好ましくは、ここで、２種の材料の１
つは、正孔を輸送する特性を有する材料であり、その他の材料は、電子を輸送する特性を
有する材料である。しかしながら、混合マトリックス成分の所望の電子を輸送するおよび
正孔を輸送する特性は、単一の混合マトリックス成分中で、主としてまたは完全に結合さ
れてもよく、ここで、さらなる混合マトリックス成分が、他の機能を果たす。ここで、２
種の異なるマトリックス材料は、１：５０～１：１、好ましくは、１：２０～１：１、特
に好ましくは、１：１０～１：１、特別好ましくは、１：４～１：１の比で存在してよい
。混合マトリックス系は、好ましくは、燐光有機エレクトロルミネッセンス素子中で用い
られる。混合マトリックス系に関するさらなる詳細は、たとえば、WO 2010/108579に見出
すことができる。

　これらの層とは別に、有機エレクトロルミネッセンス素子は、さらなる層、たとえば、
各場合に、１以上の正孔注入層、正孔輸送層、正孔ブロック層、電子輸送層、電子注入層
、励起子ブロック層および/または電荷生成層（IDMC 2003, Taiwan; Session 21 OLED (5
), T.Matsumoto, T. Nakada, J.Endo, K. Mori, N. Kawamura, A. Yokoi, J.Kido, 電荷
生成層を有するマルチフォトン有機ＥＬ素子）および/または有機もしくは無機ｐ／ｎ接
合をも含んでもよい。ここで、１以上の正孔輸送層が、たとえば、ＭｏＯ３もしくはＷＯ

３等の金属酸化物で、または（過）フッ素化電子不足芳香族化合物でp-ドープされること
および/または１以上の電子輸送層が、ｎ-ドープされることも可能である。同様に、たと
えば、励起子ブロック機能を有するおよび/またはエレクトロルミネッセンス素子の電荷
バランスを調節する中間層を、二個の発光層の間に導入することも可能である。しかしな
がら、これら各層は必ずしも存在する必要はないことが指摘されねばならない。これらの
層は、同様に、上記定義されるとおりの本発明による調合物の使用について存在してよい
。
【０２４９】
　したがって、本発明は、上記定義されたとおりの１以上の表面活性ポリマーを含む層、
特に、有機層にも関する。
【０２５０】
　本発明のさらなる１態様では、素子は複数の層を含む。ここで、本発明による調合物は
、正孔輸送、正孔注入、電子輸送、電子注入および/または発光層の製造のために用いる
ことができる。
【０２５１】
　したがって、本発明は、少なくとも三つの層、好ましい１態様では、すべての前記層は
、正孔注入、正孔輸送、発光、電子輸送、電子注入、電荷ブロックおよび/または電荷生
成層からの三つの層を含む電子素子にも関するが、少なくとも一つの層は、本発明にした
がって用いられる調合物により得られる。層、たとえば、正孔輸送および/または正孔注
入層の厚さは、好ましくは、１～５００ｎｍの範囲、特に好ましくは、２～２００ｎｍの
範囲であることができる。
【０２５２】
　さらに、素子は、本発明による調合物の使用により適用されないさらなる低分子量化合
物もしくはポリマーから構築される層を含んでもよい。これらは、高真空中で低分子量化
合物の蒸発により製造することもできる。
【０２５３】
　用いられる化合物を純粋物質としてではなく、それに代えて、さらなる任意の所望の型
のポリマー状、オリゴマー状、樹状もしくは低分子量物質とともに混合物（ブレンド）と
して使用することも追加的に好まれる可能性がある。これらは、たとえば、電子特性を改
善し、または、それ自身発光し得る。
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【０２５４】
　本発明の好ましい１態様では、本発明による調合物は、発光層中でホスト材料もしくは
マトリックス材料として用いられる有機機能性材料を含む。ここで、調合物は、ホスト材
料もしくはマトリックス材料に加えて、上記エミッターを含んでもよい。ここで、有機エ
レクトロルミネッセンス素子は、１以上の発光層を含んでもよい。複数の発光層が存在す
るならば、これらは、好ましくは、３８０ｎｍ～７５０ｎｍ間に複数の最大発光波長を有
し、全体として、白色発光が生じ、換言すれば、蛍光または燐光を発することができる種
々の発光化合物が発光層中に使用される。非常に特に好ましいものは、３層構造であり、
その３層は青色、緑色およびオレンジ色もしくは赤色発光を示す（基本構造については、
たとえば、WO 2005/011013参照。）。白色発光素子は、たとえば、ＬＣＤ表示装置のバッ
クライトとして、または一般的な照明用途のために適している。
【０２５５】
　複数のＯＬＥＤを互いに上方に配置し、実現されるべき光収率に関してさらなる効率向
上が可能となる。
【０２５６】
　光のカップリングアウトを改善するために、ＯＬＥＤにおける光出力側上の最終層が、
たとえば、ナノ発泡体の形態でもあることができ、合計反射割合の減少をもたらす。
【０２５７】
　さらに好ましい有機エレクトロルミネッセンス素子は、１以上の層が昇華プロセスによ
り適用され、材料は、１０－５ｍｂａｒ未満、好ましくは、１０－６ｍｂａｒ未満、特に
好ましくは、１０－７ｍｂａｒ未満の圧力で真空昇華ユニット中で気相堆積される。
【０２５８】
　さらに、本発明による電子素子の１以上の層が、ＯＶＰＤ(有機気相堆積)プロセスある
いはキャリアーガス昇華を用いて適用されることが規定されてもよく、材料は、１０－５

ｍｂａｒ～１ｂａｒの圧力で適用される。
【０２５９】
　さらに、発明による電子素子の１以上の層が、溶液から、たとえば、スピンコーティン
グにより、もしくは、たとえば、スクリーン印刷、フレキソ印刷あるいはオフセット印刷
、特に好ましくは、ＬＩＴＩ（光誘起熱画像化、熱転写印刷）もしくはインクジェット印
刷のような任意の所望の印刷法により製造されることが規定されてもよい。
【０２６０】
　これらの層は、式（１）または（２）の化合物が用いられないプロセスにより適用され
てもよい。ここで、適用されるべき層の機能性材料を溶解するが、機能性材料が適用され
る層を溶解しない直交溶媒を、好ましくは、使用することができる。
【０２６１】
　素子は、通常、カソードとアノード（電極）を含む。本発明の目的のために、電極（カ
ソード、アノード）は、高度に効率的な電子もしくは正孔注入を確保するために、そのバ
ンドエネルギーが、隣接する有機層のそれに可能な限り近接するように選択される。
【０２６２】
　カソードは、好ましくは、金属錯体、低い仕事関数を有する金属、たとえば、アルカリ
土類金属、アルカリ金属、主族金属あるいはランタノイド（たとえば、Ｃａ、Ｂａ、Ｍｇ
、Ａｌ、Ｉｎ、Ｍｇ、Ｙｂ、Ｓｍ等）のような種々の金属を含む金属合金もしくは多層構
造を含む。多層構造の場合、たとえばＡｇのような比較的高い仕事関数を有する金属を、
前記金属に加えて使用することもでき、その場合、たとえば、Ｃａ/ＡｇもしくはＢａ/Ａ
ｇのような金属の組み合わせが一般的に使用される。高い誘電定数を有する物質の薄い中
間層を金属カソードと有機半導体との間に導入することも好ましい可能性がある。この目
的のために適切なのは、たとえば、アルカリ金属もしくはアルカリ土類金属フッ化物だけ
でなく対応する酸化物である（たとえば、ＬｉＦ、Ｌｉ２Ｏ、ＢａＦ２、ＭｇＯ、ＮａＦ
等）。この層の層厚は、好ましくは、０．１～１０ｎｍ、特に好ましくは、０．２～８ｎ
ｍ、特に好ましくは、０．５～５ｎｍである。
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【０２６３】
　アノードは、好ましくは、高い仕事関数を有する材料を含む。アノードは、好ましくは
、真空に対して４．５ｅＶ超の電位を有する。この目的に適切なのは、一方で、たとえば
、Ａｇ、ＰｔもしくはＡｕのような高い還元電位を有する金属である。他方で、金属/金
属酸化物電極（たとえば、Ａｌ/Ｎｉ/ＮｉＯｘ、Ａｌ/ＰｔＯｘ）も好ましい可能性があ
る。いくつかの用途では、少なくとも一つの電極は、有機材料の照射（Ｏ－ＳＣ）もしく
は光のアウトカップリング（ＯＬＥＤ/ＰＬＥＤ、Ｏ－ｌａｓｅｒ）の何れかを促進する
ために、透明でなければならない。好ましい構造は、透明アノードを使用する。ここで、
好ましいアノード材料は、伝導性混合金属酸化物である。特に好ましいのは、インジウム
錫酸化物（ＩＴＯ）もしくはインジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ）である。さらに好ましいの
は、伝導性のドープされた有機材料、特に、たとえば、ポリ（エチレンジオキシチオフェ
ン）（ＰＥＤＯＴ）もしくはポリアニリン（ＰＡＮＩ）のような伝導性のドープされたポ
リマーである。ｐ-ドープされた正孔輸送材料を正孔注入層としてアノードに適用するこ
とがさらに好ましく、この場合、適切なｐ-ドーパントは、金属酸化物、たとえばＭｏＯ

３もしくはＷＯ３または（過）フッ素化された電子不足芳香族化合物である。さらに適切
なｐ-ドーパントは、ＨＡＴ－ＣＮ（ヘキサシアノヘキサアザトリフェニレン）またはNov
aled製の化合物ＮＰＤ９である。このタイプの層は、低ＨＯＭＯ、すなわち高いＨＯＭＯ
値を有する材料における正孔注入を簡略化する。
【０２６４】
　従来技術にしたがって層に使用されるすべての材料は、一般に、さらなる層において使
用することができ、当業者は、これらの材料のそれぞれを、電子素子において発明性を要
さずに、本発明による材料の夫々と組み合わせることができよう。
【０２６５】
　このような素子の寿命は、水および／または空気の存在下では大幅に短縮するので、素
子は、それに応じて構造化され、用途に応じて、接点が提供され、最後に密封される。
　本発明による調合物とそれから得ることができる電子素子、特に、有機エレクトロルミ
ネッセンス素子は、従来技術を超える１以上の以下の驚くべき優位性により区別される：
１．本発明による調合物を使用して得ることができる電子素子は、通常の方法を使用して
得られる電子と比べて、極めて高い安定性と極めて長い寿命を有する。
２．本発明による調合物は、通常の方法を使用して加工することができ、それにより、費
用優位性を実現することもできる。
３．本発明による調合物を用いる有機機能性材料は、如何なる特別な制約を受けることな
く、本発明のプロセスを包括的に用いることを可能とする。
４．本発明の調合物を使用して得ることができる被覆は、特に、被覆の均一性に関して、
優れた品質を示す。
【０２６６】
　これらの上記優位性は、他の電子素子の特性の障害を伴わない。
【０２６７】
　本発明に記載された態様の変形は、本発明の範囲に入ることを指摘しなければならない
。本発明に開示された各特長は、明らかに排除されなければ、同じ、等価、または同様の
目的を果たす代替的特徴により置き代えられ得る。したがって、本発明に開示された各特
徴は、他に断らなければ、一般的に一連の例または等価物もしくは同じ特徴とみなされる
。
【０２６８】
　本発明のすべての特徴は、ある特徴および/または工程が相互に排除しない限り、互い
に組み合わせることができる。これは、本発明の好ましい特徴にあてはまる。同様に、非
本質的な組み合わせの特徴が、（組み合わせではなく）別に使用され得る。
【０２６９】
　本発明の多くの特徴、特に、好ましい態様の特徴は、それ自身発明性があり、本発明の
態様の部分としてみなされるだけではない。現在クレームされた発明に加えてまたその代
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替として、独立した保護が、これらの特徴のために追及されてよい。
【０２７０】
　本発明で開示された技術的アクションに関する教示が、抽出され、他の例と組み合わせ
ることができる。
【０２７１】
　本発明は、以下の例により詳細に説明されるが、それにより限定するものではない。
【０２７２】
　当業者は発明性を要することなく、さらなる本発明の電子素子を製造するために、説明
を使用し、特許請求された全範囲で本発明を実施することができるであろう。
【図面の簡単な説明】
【０２７３】
【図１】図１はＯＬＤＥ試験素子の層配列を示す。
【０２７４】
　例
　試験では、図１に記載の層配列を有する５つのＯＬＥＤ素子を製造する。エミッター層
（Ｇ－ＥＭＬ）の調合物の溶媒をここでは、変化させている。3-フェノキシトルエンが参
照素子に使用され、例１では混合比が６０：４０（重量比）の、ヘキサメチルインダン（
ＨＭＩ）と安息香ブチル（ＢＢ）との混合物が使用され、例２では５０：５０比の、ＨＭ
ＩとＢＢとの混合物が使用され、例３では５０：５０比の、ＨＭＩとシクロヘキシルベン
ゼン（ＣＨＢ）との混合物が使用され、例４では６０：４０比の、ＨＭＩとＣＨＢとの混
合物が使用されている。表１は、使用する調合物の濃度、粘度、表面張力を要約している
。
【０２７５】
【表１】

【０２７６】
　粘度と表面張力の測定
　使用する調合物の粘度を、円錐平板測定形状を有するレオメーターを用いて測定する。
表１に示されている粘度は、温度２３．４℃とせん断速度５００ｓ－１で測定される。
【０２７７】
　表面張力を、光学的方法（ペンダントドロップ法）によって測定する。この測定法では
、液体の表面張力は、重力による懸滴の変形から計算される。表面張力は室温で、通常は
２２℃～２４℃の範囲で測定される。
【０２７８】
　試験素子の製造：
　クリーンルーム中で、ＩＴＯで被覆されたガラス基板と、バンク構造とを、ＤＩ水を使
用して超音波浴で清浄にし、乾燥し、その後、プラズマ処理にかける（５秒間の酸素プラ
ズマ、それに続いて４０秒間のＣＦ４プラズマ）。ＰＥＤＯＴ（ＰＥＤＯＴは、ポリチオ
フェン誘導体（Baytron P JET HC V2）H.C.Stack,Goslar製、水性分散液として供給され
る）の８０ｎｍの層が、同様に、クリーンルーム中で、インクジェット印刷により適用さ
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れる。層から残留水を除去するために、基板を、ホットプレート上で１８０℃で１０分間
加熱することにより乾燥させる。２０ｎｍの中間層（典型的には正孔支配ポリマー、ここ
ではメルク製のHL-X026）を次いで、不活性雰囲気下（窒素またはアルゴン）で、メシチ
レン溶液（濃度５ｇ／ｌ）から適用する。層を１８０℃で、少なくとも６０分間、加熱に
より乾燥させる。発光層（Ｇ－ＥＭＬ）をその後、インクジェット印刷によって正孔輸送
層に適用し、真空で乾燥させ、その後、ホットプレート上で１６０℃で１０分間、加熱す
ることによって乾燥させる。
【０２７９】
　ここでは発光層は次の３つの材料、ＴＨ－１、ＴＨ－２、ＴＥ－１からなり、これらは
、それぞれの溶媒混合物に基づき、４０：４０：２０の比、より正確には１４ｇ／ｌの濃
度で使用される。発光層の厚さは６０ｎｍである。
【０２８０】
【化３２】

【０２８１】
　すべてのインクジェット印刷動作を、加熱による正孔注入層の乾燥のように、空気中で
実施する。加熱による正孔輸送層とエミッター層との乾燥を、グローブボックス中で不活
性ガス（Ｎ２）下で実施する。
【０２８２】
　このようにして印刷された基板を次いで、真空気相堆積室に移し、ここでは、５０：５
０の比の２つの次の材料ＥＴＭ－１およびＥＴＭ－２を含む、２０ｎｍ厚の電子輸送層（
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【０２８３】
【化３３】

【０２８４】
　Ａｌカソードは次いで、気相堆積マスク；Lesker社または他社製の気相堆積装置（典型
的な真空レベル５×１０－６ｍｂａｒ）を通して気相堆積により適用される。特に、空気
および大気中水分からカソードを保護するために、装置は最終的に封入され、次いで、特
性決定される。
【０２８５】
　測定結果および検討：
　表２は、「効率」列で、参照素子では、４６．９ｃｄ/Ａの効率が、輝度１０００ｃｄ
／ｍ２で実現され、例１にしたがう素子では、４８．０ｃｄ/Ａの効率が実現され、例２
にしたがう素子では、４８．１ｃｄ/Ａの効率が実現され、例３にしたがう素子では、４
７．５ｃｄ/Ａの効率が実現され、例４にしたがう素子では、４８．１ｃｄ/Ａの効率が実
現されることを示している。
【０２８６】
　表２は、「ＥＱＥ」列で、参照素子では、１２．７％の外部量子効率（ＥＱＥ）が輝度
１０００ｃｄ／ｍ２で実現され、例１にしたがう素子では、１３．２％のＥＱＥが実現さ
れ、例２にしたがう素子では、１３．３％のＥＱＥが実現され、例３にしたがう素子では
、１２．８％のＥＱＥが実現され、例４にしたがう素子では、１３．３％のＥＱＥが実現
されることを示している。
【０２８７】
　表２の「Ｕ」列から分かるように、参照素子では、７．２Ｖの駆動電圧が輝度１０００
ｃｄ／ｍ２で必要とされ、例１にしたがう素子では、６．８Ｖの駆動電圧が必要とされ、
例２にしたがう素子では、６．５Ｖの駆動電圧が必要とされ、例３にしたがう素子では、
６．９Ｖの駆動電圧が必要とされ、例４にしたがう素子では、６．９Ｖの駆動電圧が必要
とされる。
【０２８８】
　製造される素子についての寿命データが、表２の「ＬＴ８０」列に示されている。参照
素子と、例１～４にしたがい製造された素子とでは、寿命特性線に顕著な差は認められな
い。このことから、本発明による溶媒系の使用は、素子の障害を生じず、本発明による溶
媒系の使用は、製造される素子の電子光学性能とそれらの寿命に弊害を与えないことを推
定できる。しかし、本発明による溶媒系は、使用する調合物の粘度および表面張力に関し
て実現されるフレキシブル性がより大きく、よって、異なるインクジェット印刷マシンの
要請を満たすための、より大きなプロセスウインドウを開く。
【０２８９】
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【表２】

【０２９０】
　さらなる一連の試験では、添加物としてのイソベンゾフランの使用が、調合物の特性に
与える影響、たとえば表面張力および粘度を調査した。このために、２つの調合物を、異
なる割合の添加物で調製した。例５にしたがう調合物は、３－ＰＴにおいて溶媒として５
重量％の割合のイソベンゾフランを含み、例６にしたがう調合物は、３－ＰＴにおいて溶
媒として１０重量％の割合のイソベンゾフランを含む。
【０２９１】
【表３】

【０２９２】
　表３の「粘度」列から分かるように、調合物の粘度は、異なる割合のイソベンゾフラン
の添加による影響を受けない。しかしながら、表３の「表面張力」列から分かるように、
調製した調合物の表面張力は、異なる割合の添加物の添加による影響を受け得る。よって
、調合物中の添加物としてのイソベンゾフランの使用は、調合物のレオロジー特性を変化
せずに、選択した被覆方法の要請にしたがって、調合物の湿潤能力に影響する可能性を生
じる。
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